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改訂 施行 改訂等の内容

コード 年月日

－０ 1998.8.1 制定

－１ 2001.3.26 ① 一般則及びコンビ則の省令改正に伴う条項の整合

② 一般則及びコンビ則の性能規定化への対応

－２ 2004.3.29 ① 支部住所等の変更に伴う改正

② 銀行名の変更に伴う改正

－３ 2005.3.1 標準処理期間を明示

－４ 2006.1.4 別表の「検査事務所及び振込口座」欄の機器検査事業部に係る振込

銀行をＵＦＪ銀行から三菱東京ＵＦＪ銀行に改正

－５ 2006.12.11 近畿支部及び九州支部銀行支店名を改正
－６ 2008.3.31 ① 四国支部住所等の変更に伴う改正

② 手数料に係る規定を改正（別表３を削除）

－７ 2009.4.6 機器検査事業部住所の変更に伴う改正

－８ 2010.9.27 東北支部住所の変更に伴う改正

－９ 2014.6.1 ① 別紙から所在地及び振込口座を削除し、担当地域を追記

② 別紙に所在地等はホームページを参照する旨を追記

－１０ 2016.7.29 ① 適用範囲に認定指定設備の移設等に係る調査、認定指定設備の

交換に係る調査及び認定指定設備技術基準適合書の再交付を追加

② 2 項から 7 項までの指定設備の認定に係る手順を 2 項（2.1 から
2.8 まで）とし、3 項に認定指定設備の移設等に係る調査、4 項に
認定指定設備の交換に係る調査を規定

③ 2.2の申請書に添付する書類を追加
④ 2.7の認定証の再交付申請書に添付する書類等を追加
⑤ その他、様式番号等の修正

－１１ 2018.4.1 事務所一覧表から、九州支部を削除

－１２ 2019.7.1 ① 本文及び様式中の日本工業規格を日本産業規格に改正

② 別紙中の日本工業規格を JISに改正
－１３ 2019.9.2 業務方法書の改正に併せた一般則等の条ずれの訂正

－１４ 2021.4.1 省令改正に伴う様式 2-1 、様式 2-2、様式 2-9、様式 2-10、様式 3-1、
様式 3-2、様式 4-1及び様式 4-2の代表者氏名に係る印を削除

－１５ 2021.8.2 様式 2-11、様式 3-1/3-2の別紙 1、2、様式 3-6、様式 4-1/4-2の別紙 1、2
及び様式 4-9の代表者氏名の印を削除
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指定設備（窒素ガス製造用空気分離装置）認定マニュアル
［機－５０２０２－１５］

１ 適用範囲

このマニュアルは、高圧ガス保安協会（以下「協会」という。）が高圧ガス保安法（以

下「法」という。）第56条の7第1項に基づいて実施する指定設備の認定（以下「認定」と

いう。）、一般高圧ガス保安規則（以下「一般則」という。）第94条の14第1項第4号又はコ

ンビナート等保安規則（以下「コンビ則」という。）第49条の14第1項第4号に基づいて実

施する認定指定設備の移設等に係る調査（以下「移設調査」という。）及び一般則第94条

の14第1項第2号及び第3号又はコンビ則第49条の14第1項第2号及び第3号に基づいて実施す

る認定指定設備の変更に係る調査（以下「交換調査」という。）に適用する。

機-50202-15
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２ 認定

２.１ 認定の対象設備

認定の対象設備は、高圧ガス保安法施行令第15条第1号に規定される窒素を製造する

ため空気を液化して高圧ガスの製造をする設備でユニット形のものであって、新たに製造

される設備のうち、次に掲げる要件をすべて満たすもの（以下「窒素ガス製造用空気分離

装置」という。）とする。

（１）当該設備が定置式製造設備であること。

（２）当該設備は窒素のみを製造するものであること。

（３）一般則第2条第18号又はコンビ則第2条第19号の規定により算出した当該設備の処理

能力が100ｍ３以上であること。

（４）原料空気圧縮機の吐出圧力が１ＭＰａ未満であること。

（５）原料空気の不純物を精製除去するための吸着方式の設備を有すること。

（６）空気液化分離器は二重殻密閉構造のものであること。

［注］ユニット及びユニット形について

ユニットとは、装置の構成機器を接合して架台又は脚に装備され、分割しない

ものである。

ユニット形とは、前述のユニットを複数配管又はフランジにより接続して１つ

の装置として組み上げたものである。このうち、窒素ガス製造用空気分離装置は、

通常、次のユニットで構成されている例が多い。しかし、７つのユニットに限ら

ず同一のユニットを複数組み合わせる場合又は複数のユニットを一体化して１つ

のユニットとする場合（ユニット形としては２～３ユニット）もある。

① 空気圧縮ユニット ② 冷凍ユニット

③ 吸着器ユニット ④ コ－ルドボックスユニット

⑤ 膨張タ－ビンユニット ⑥ 貯槽設備ユニット

⑦ 送ガスユニット

２.２ 認定の申請

法第56条の7第1項に基づき、認定を受けようとする者（以下「認定申請者」という。）

は、一般則様式第55の8（本マニュアル様式２－１）又はコンビ則様式第34の8（同様式２

－２）の「指定設備認定申請書」正副各１通に、次に掲げる書類に手数料を添えて、指定

設備ごとに認定申請者の所在地を担当する協会の機器検査事業部又は支部（以下「事務所」

という。別紙参照）に申請するものとする。

（１）申請する設備の概要

① 当該設備の品名、設計図、処理能力の計算書及び仕様書

① 指定設備構成機器一覧表（様式２－３により各ユニット毎に記載）
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③ 各機器の強度計算書

④ 自動制御装置の機能等安全のための機器に関する書類

⑤ 液化空気中にアセチレン又は炭化水素が濃縮することを防止するための機能に

関する書類

⑥ ユニットの組立範囲を明らかにする書類

⑦ 設置場所でのユニット組立内容を明らかにする書類

（２）申請する設備の製造方法及び品質管理方法を明らかにする書類

（３）一般則第94条の9又はコンビ則第49条の9に規定する技術上の基準（以下「技術基準」

という。）への適合状況を示す書類

備考 構成機器のうち、大臣認定品又は高圧ガス設備試験等合格品の機器にあっては「認定試験者等成績書」 又は「高

圧ガス設備試験成績書」を添付すること。

また、特定設備検査を受検した機器にあっては、特定設備検査規則様式第７の「特定設備検査合格証」又は同

規則様式第２６の「特定設備基準適合証」（以下、「特定設備検査合格証等」という。）を添付すること。

なお、特定設備検査合格証の交付前であり、かつ、設計の検査に合格し「特定設備検査マニュアル[機－５０１

０２]」様式２の「設計検査成績表」の交付を受けている場合にあっては、当該成績表を添付すること。

（４）その他参考となる書類

① 申請者及び設置場所の連絡担当者の氏名並びに電話番号

② 検査場所の案内図

③ 申請事業所の名称、所在地、設立年月日、従業員数、組織図及び主要製品名

④ 申請する設備を設置する事業所の名称及び所在地

２.３ 申請書類等の作成方法

申請書類等とは、様式２－１又は様式２－２の「指定設備認定申請書」及び２.２（１）

から（４）までに掲げる書類を合わせたもので、その作成方法は次のとおりとする。

（１）申請書

指定設備認定申請書中「代表者氏名」の欄には、申請者の会社名、所在地及び代表

者の氏名を記入すること。

（２）申請書類

① 指定設備認定申請書類の大きさは、原則として日本産業規格Ａ４とすること（大

きさがＡ４を越える図表等については、Ａ４サイズとして折り込むこと。）。

② 指定設備認定申請書類は、目次を付し、各項目ごとにインデックスをつけ、原

則として１冊のファイルにまとめること。

③ ファイルの表紙及び背表紙には、指定設備認定申請書及び申請者の会社名を表

示すること。

④ 各機器の設計図と強度計算書は、対比できるようにすること。

⑤ 略号を使用する場合には、元の用語がわかるよう略号（用語）一覧表を添付す

ること。
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２.４ 認定の審査

２.４.１ 設計審査

申請の内容が、別表２－１「認定審査表」に掲げる審査項目について書類で審査を行い、

合否の判定は次による。

（１）審査の結果、技術基準に適合している場合は合格とし、様式２－４の「指定設備設

計審査合格通知書」を発行する。

（２）審査の結果、技術基準に適合していない場合は不合格とし、様式２－５「指定設備

設計審査不合格通知書」を発行する。

（３）申請以前に製造された機器等をユニットに組込む場合は成績証明書等の記録で確認

できるまで設計審査を保留する。

２.４.２ 現地調査

現地調査は、別表２－２「認定審査表」に掲げる審査項目について書類又は必要に応じ

て現地で確認する。

２.５ 認定証の交付等

協会は、申請に係る指定設備が技術基準に適合していると認めたときは、一般則様式第

55の9（本マニュアル様式２－６）又はコンビ則様式第34の9（同様式２－７）の「指定設

備認定証」を交付する。

なお、当該指定設備が技術基準に適合していない場合にあっては、様式２－８の「指定

設備認定不合格通知書」により通知する。

２.６ 指定設備の表示

認定申請者は、指定設備認定証の交付を受けた指定設備には一般則第94条の12又はコン

ビ則第49条の12に定める表示をするものとする。

２.７ 認定証の再交付

協会は、協会が交付した指定設備認定証の交付を受けている者がこれを汚し、損じ又は

失った場合において、当該交付を受けている者の申請に基づいて、その再交付を行う。

（１）一般則第94条の11又はコンビ則第49条の11の規定により、指定設備認定証の再交付

を受けようとする者（以下「再交付申請者」という。）は、一般則様式第55の10（本

マニュアル様式２－９）又はコンビ則様式第34の10（同様式２－１０）の「指定設備

認定証再交付申請書」に、様式２－６又は様式２－７の「指定設備認定証」の写し（裏
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面を含む。）（指定設備認定証の写しが提出できない場合にあっては、当該指定設備

の表示に係る写真に替えることができる。）及び手数料を添えて、当該指定設備認定

証を交付した事務所に申請するものとする。

（２）協会は、再交付申請の内容が確認できたときは、再交付申請者に当該申請に係る指

定設備認定証の再交付を行う。

備考１ 指定設備認定証の再交付は、指定設備認定証の再交付を受けようとする認定指定設備の認定が無効になっていな

いものに限る。

備考２ 再交付を受けた再交付申請者は、指定設備認定証の裏面に過去に行った変更の工事又は移設等の年月日及び変更

の工事の内容を記載すること。

２.８ 指定設備認定証の返納

一般則第94条の13又はコンビ則第49条の13に基づき、指定設備認定証を返納しようとす

る者は、様式２－１１の「指定設備認定証返納届書」に返納する指定設備認定証を添えて

当該指定設備認定証を交付した事務所に返納するものとする。
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３ 移設調査

３.１ 移設調査の対象

移設調査の対象は、一般則第94条の14第1項第4号又はコンビ則第49条の14第1項第4号に

基づく移設又は再使用に係る認定指定設備であって、かつ、以下の要件を満たすものとす

る。

（１）移設調査を受けようとする認定指定設備は、協会が認定したものであること。

（２）当該認定指定設備の設置先を管轄する都道府県に対して、法第5条第2項に基づく高

圧ガスの製造について届け出られていること。

（３）当該認定指定設備について、一般則第94条の14第1項第1号から第4号まで又はコン

ビ則第49条の14第1項第1号及び第4号に基づく変更の工事又は移設等を行った場合に

あっては、指定設備認定証に変更の工事の内容及び変更の工事を行った年月日又は移

設等を行った年月日が記載されていること。

（４）当該認定指定設備に係る指定設備の認定が無効になっていないこと。

（５）当該認定指定設備について、法第35条の2に基づく定期自主検査が実施され、当該

記録が保管されていること。

（６）移設に係る調査の場合にあっては、以下の①及び②を満たしていること。

① 認定指定設備に係る移設前の設置先を管轄する都道府県に対して、法第21条第2

項に基づく高圧ガスの製造事業の廃止の届け出がなされていること。

② 認定指定設備に係る移設後の都道府県に対して、当該認定指定設備を移設するこ

とについて協議がなされ、協議の結果、移設することが合意されていること。

（７）再使用に係る調査の場合にあっては、以下の①及び②を満たしていること。

① 認定指定設備の設置先の都道府県と当該認定設備を再使用することについて協議

がなされ、協議の結果、再使用することが合意されていること。

② 認定指定設備が使用されていない期間について、当該認定指定設備が適切に管理

され、当該管理記録が保管されていること。

３.２ 移設調査の申請

移設調査を受けようとする者（以下「移設調査申請者」という。） は、一般則様式第5

5の11の2（本マニュアル様式３－１）又はコンビ則様式第34の11の2（同様式３－２）の

「認定指定設備技術基準適合調査申請書（移設）」正副各１通に、次に掲げる書類及び手

数料を添えて、認定指定設備ごとに当該調査を受ける認定指定設備の指定設備認定証の交

付を受けた事務所に申請するものとする。

備考 移設調査申請者は、移設調査を受けようとする認定指定設備の指定設備認定証の交付を受けた者に限る。

（１）指定設備認定証の写し（裏面も含む。）

（２）認定指定設備技術基準適合書の交付を受けようとする認定指定設備のユニット又は

機器の品名及び設計図その他当該ユニットの仕様を明らかにする書類
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ａ 移設する認定指定設備の各ユニットの組立図及びフローシート

ｂ 移設する認定指定設備の各ユニットの構成機器一覧表

ｃ ｂの構成機器一覧表に記載された各機器の設計図及び強度計算書

ｄ ｂの構成機器一覧表に記載された各機器が、認定指定設備の認定申請時に協会

に提出した各ユニットの構成機器一覧表の機器と同一のもので構成されているこ

とを証する書類

ｅ 移設する自動制御装置の機能等安全のための機器に関する書類

ｆ 移設する濃縮防止の機能等安全のための機器に関する書類

ｇ 移設する自動制御装置、濃縮防止の機能等安全のための機器が認定指定設備の

認定申請時に協会に提出した自動制御装置に関する書類の内容と同一であること

を証する書類

（３）認定指定設備技術基準適合書の交付を受けようとする設備の製造及び品質管理の方

法の概略を記載した書類

（４）技術基準に関する事項を記載した書類

（５）その他参考となる書類

① 移設調査申請者に係る連絡担当者の氏名及び電話番号

② 移設調査申請者に係る事業所の名称、所在地、設立年月日、従業員数、組織図及

び主要製品名

③ 移設調査を受ける認定指定設備の定期自主検査記録（直近5年）

④ 移設に係る適合調査の場合にあっては、以下のもの

ａ 認定指定設備の移設前の設置先を管轄する都道府県に届け出た「高圧ガス製造

廃止届書」の写し

ｂ 認定指定設備の移設後の事業所の名称、所在地及び案内図

ｃ 認定指定設備の移設後の都道府県との協議記録

⑤ 再使用に係る調査にあっては、以下のもの

ａ 認定指定設備の設置先の事業所の名称、所在地及び案内図

ｂ 認定指定設備の設置先の都道府県との当該認定設備の再使用に係る協議記録

⑥ 移設する認定指定設備の認定申請時に協会に提出した申請書及び認定審査時の現

地調査に使用した記録類の写し

⑦ 指定設備に係る変更工事等に関する証明書

ａ 認定指定設備の変更の工事又は移設等を行っていない場合にあっては、様式

３－１/３－２の別紙１の「指定設備に係る変更工事等に関する証明書」

ｂ 認定指定設備の変更の工事又は移設等を行った場合にあっては、様式３－１/

３－２の別紙２の「指定設備に係る変更工事等に関する証明書」

３.３ 申請書類等の作成方法

申請書類等とは、様式３－１又は様式３－２の「認定指定設備技術基準適合調査申請書

（移設）」及び３.２（１）から（５）までの書類を合わせたもので、その作成は次のと

おりとする。
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（１）申請書

認定指定設備技術基準適合調査申請書（移設）中「代表者氏名」の欄には、申請者

の会社名、所在地及び代表者の氏名を記入すること。

（２）申請書類

① 申請書類の大きさは、原則として日本産業規格Ａ４とすること。（大きさがＡ

４を越える図表等については、Ａ４サイズとして折り込むこと。）

② 申請書類は、目次を付し、各項目ごとにインデックスをつけ、原則として１冊

のファイルにまとめること。

③ ファイルの表紙及び背表紙には、認定指定設備技術基準適合調査申請書（移設）

及び申請者の会社名を表示すること。

④ 各機器の設計図と強度計算書は、対比できるようにすること。

⑤ 略号を使用する場合には、元の用語がわかるよう略号（用語）一覧表を添付す

ること。

３.４ 移設調査

３.４.１ 書類調査

書類調査は、別表３－１「適合調査表（移設等）」に基づき行う。

３.４.２ 現地調査

現地調査は、別表３－２「現地調査表（移設等）」に基づき書類及び現地確認により行

う。

３.５ 技術基準適合書（移設）の交付等

協会は、申請に係る移設調査の結果、技術基準に適合していると認めたときは、一般則

様式第55の12の2（本マニュアル様式３－３）又はコンビ則様式第34の12の2（同様式３－

４）の「認定指定設備技術基準適合書（移設）」を交付する。

なお、当該認定指定設備の移設等に係る適合調査の結果、技術基準に適合していない場

合にあっては、様式３－５の「認定指定設備技術基準不適合通知書（移設）」により通知

する。

備考 技術基準適合書（移設）の交付を受けた申請者は、指定設備認定証の裏面に移設等を行った年月日を記載すること。

３.６ 技術基準適合書（移設）の再交付

協会は、協会が交付した認定指定設備技術基準適合書（移設）の交付を受けた者がこれ

を汚し、損じ又は失った場合において、当該交付を受けている者の申請に基づいて、その

再交付を行う。
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（１）認定指定設備技術基準適合書（移設）の再交付を受けようとする者（以下「適合書

（移設）再交付申請者」という。）は、様式３－６の「認定指定設備技術基準適合書

（移設）再交付申請書」に、様式３－３又は様式３－４の「認定指定設備技術基準適

合書（移設）」の写し（適合書の写しが提出できない場合にあっては、当該認定指定

設備の認定証（裏面を含む。）の写しに替えることができる。）及び手数料を添付し、

当該認定指定設備技術基準適合書（移設）を交付した事務所に申請するものとする。

（２）協会は、再交付申請の内容が確認できたときは、適合書（移設）再交付申請者に当

該申請に係る認定指定設備技術基準適合書（移設）の再交付を行う。
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４ 交換調査

４.１ 交換調査の対象

交換調査の対象は、一般則第94条の14第1項第2号及び第3号又はコンビ則第49条の14第1

項第2号及び第3号に基づく同等の個別ユニットへの交換（自動制御装置の交換を含む。）

に係る認定指定設備であって、かつ、以下の要件を満たすものとする。

（１）交換調査を受けようとする認定指定設備は、協会が認定したものであること。

（２）当該認定指定設備の設置先を管轄する都道府県に対して、第5条第2項に基づく高圧

ガスの製造について届け出られていること。

（３）当該認定指定設備について、一般則第94条の14第1項第1号から第4号まで又はコン

ビ則第49条の14第1項第1号及び第4号に基づく変更の工事又は移設等を行った場合に

あっては、指定設備認定証に変更の工事の内容及び変更の工事を行った年月日又は移

設等を行った年月日が記載されていること。

（４）当該認定指定設備に係る指定設備の認定が無効になっていないこと。

（５）当該認定指定設備について、法第35条の2に基づく定期自主検査が実施され、当該

記録が保管されていること。

（６）当該認定指定設備の変更の工事にあたり、法第14条第4項に基づき、あらかじめ、

当該認定指定設備の設置先の都道府県に設備の変更の届け出がなされていること。

（７）変更の工事が、個別ユニットの交換の場合にあっては、以下の①及び②の要件を満

たしていること。

① 交換する個別ユニットを構成する機器は、認定指定設備の認定申請時に協会に提

出した当該個別ユニットの構成機器一覧表の機器と同一又は同等のもので構成され

ていること。

② 交換する個別ユニットを構成する全ての機器、架台、脚等は全て新たに製作され

たものであること。

（８）変更の工事が、自動制御装置を交換する場合にあっては、以下の①及び②の要件を

満たしていること。

① 交換する自動制御装置は、認定指定設備の認定申請時に協会に提出した自動制御

装置に関する書類の内容と同一又は同等のものであること。

② 交換する自動制御装置に係る機器は、新たに製作されたものであること。

４.２ 交換調査の申請

交換調査を受けようとする者（以下「交換調査申請者」という。） は、一般則様式第5

5の11（本マニュアル様式４－１）又はコンビ則様式第34の11（同様式４－２）の「認定

指定設備技術基準適合調査申請書（交換）」正副各１通に、次に掲げる書類及び手数料を

添えて、認定指定設備ごとに当該調査を受ける認定指定設備の指定設備認定証の交付を受

けた事務所に申請するものとする。

備考 交換調査申請者は、交換調査を受けようとする認定指定設備の指定設備認定証の交付を受けた者に限る。
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（１）指定設備認定証の写し（裏面も含む。）

（２）認定指定設備技術基準適合書の交付を受けようとするユニット又は機器の品名及び

設計図その他当該ユニットの仕様を明らかにする書類

① 認定指定設備の品名、処理能力の計算書及び仕様書（以下「仕様等」という。）

が、申請に係る変更の工事を行っても仕様等に変更がないことを説明した書類

② 認定指定設備の変更工事の概要を説明した書面（交換する個別ユニットの範囲を

明らかにした全体フローシートを含む。）

③ 認定指定設備の変更の工事が個別ユニットの交換である場合は以下のもの

ａ 交換する個別ユニットの組立図及びフローシート

ｂ 交換する個別ユニットの構成機器一覧表（様式４－３）

ｃ ｂの構成機器一覧表に記載された各機器の設計図及び強度計算書

ｄ ｂの構成機器一覧表に記載された各機器が、認定指定設備の認定申請時に協会

に提出した個別ユニットの構成機器一覧表の機器と同一又は同等のもので構成さ

れていることを証する書類

ｅ ｂの構成機器一覧表に記載された各機器、架台、脚等が全て新たに製作された

ものであることを証する書類

④ 変更の工事が自動制御装置である場合は、自動制御装置の機能等安全のための機

器に関して説明した書類及び当該書類が認定指定設備の認定申請時に協会に提出し

た自動制御装置に関する書類の内容と同一又は同等であることを証する書類

⑤ 液化空気中にアセチレン又は炭化水素が濃縮することを防止するための機能に関

して説明した書類及び当該書類が認定指定設備の認定申請時に協会に提出した当該

書類の内容と同一又は同等であることを証する書類

（３）認定指定設備技術基準適合書の交付を受けようとする設備の製造及び品質管理の方

法の概略を記載した書類

（４）技術基準に関する事項を記載した書類

備考 構成機器のうち、大臣認定品又は高圧ガス設備試験等合格品の機器にあっては「認定試験者等成績書」 又は「高

圧ガス設備試験成績書」を添付すること。

また、特定設備検査を受検した機器にあっては、特定設備検査規則様式第７の「特定設備検査合格証」又は同

規則様式第２６の「特定設備基準適合証」（以下、「特定設備検査合格証等」という。）を添付すること。

なお、特定設備検査合格証の交付前であり、かつ、設計の検査に合格し「特定設備検査マニュアル[機－５０１

０２]」様式２の「設計検査成績表」の交付を受けている場合にあっては、当該成績表を添付すること。

（５）その他参考となる書類

① 交換調査申請者に係る連絡担当者の氏名及び電話番号

② 交換調査申請者に係る事業所の名称、所在地、設立年月日、従業員数、組織図及

び主要製品名

③ 交換調査を受ける認定指定設備の定期自主検査記録（直近5年）

④ 交換調査に係る個別ユニットの製造事業所の名称、所在地及び案内図（検査場所

も含む。）

⑤ 交換調査を受ける認定指定設備の設置事業所の名称、所在地及び案内図
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⑥ 交換調査を受ける認定指定設備の認定申請時に協会に提出した申請書及び認定審

査時の現地調査に使用した記録類の写し

⑦ 指定設備に係る変更工事等に関する証明書

ａ 認定指定設備の変更の工事又は移設等を行っていない場合にあっては、様式４

－１/４－２の別紙１の「指定設備に係る変更工事等に関する証明書」

ｂ 認定指定設備の変更の工事又は移設等を行った場合にあっては、様式４－１/

４－２の別紙２の「指定設備に係る変更工事等に関する証明書」

４.３ 申請書類等の作成方法

申請書類等とは、様式４－１又は様式４－２の「認定指定設備技術基準適合調査申請書

（交換）」及び４.２（１）から（５）までに掲げる書類を合わせたもので、その作成は

次のとおりとする。

（１）申請書

「認定指定設備技術基準適合調査申請書（交換）」中「代表者氏名」の欄には、申請者

の会社名、所在地及び代表者の氏名を記入すること。

（２）申請書類

① 申請書類の大きさは、原則として日本産業規格Ａ４とすること。（大きさがＡ

４を越える図表等については、Ａ４サイズとして折り込むこと。）

② 申請書類には、目次を付し、各項目ごとにインデックスをつけ、原則として１

冊のファイルにまとめること。

③ ファイルの表紙及び背表紙には、認定指定設備技術基準適合調査申請書（交換）

及び交換申請者の会社名を表示すること。

④ 各機器の設計図と強度計算書は、対比できるようにすること。

⑤ 略号を使用する場合には、元の用語がわかるよう略号（用語）一覧表を添付す

ること。

４.４ 交換調査

４.４.１ 設計審査

申請の内容が、別表４－１「適合調査表（交換）」に掲げる審査項目について書類で審

査を行い、合否の判定は次による。

（１）審査の結果、技術基準に適合している場合は合格とし、様式４－４の「認定指定設

備設計審査合格通知書（交換）」を発行する。

（２）審査の結果、技術基準に適合していない場合は不合格とし、様式４－５「認定指定

設備設計審査不合格通知書（交換）」を発行する。

（３）申請以前に製造された機器等をユニットに組込む場合は成績証明書等の記録で確認
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できるまで設計審査を保留する。

４.４.２ 現地調査

現地調査は、別表４－２「現地調査表（交換）」に掲げる調査項目について書類調査及

び現地調査を行う。

４.５ 技術基準適合書（交換）の交付等

協会は、申請に係る交換調査の結果、技術基準に適合していると認めたときは、一般則

様式第55の12（本マニュアル様式４－６）又はコンビ則様式第34の12（本マニュアル様式

４－７）の「認定指定設備技術基準適合書（交換）」を交付する。

なお、当該認定指定設備の交換に係る適合調査の結果、技術基準に適合していない場合

にあっては、様式４－８の「認定指定設備技術基準不適合通知書（交換）」により通知す

る。

備考 技術基準適合書（交換）の交付を受けた申請者は、指定設備認定証の裏面に変更の工事の内容及び変更の工事を行

った年月日を記載すること。

４.６ 技術基準適合書（交換）の再交付

協会は、協会が交付した認定指定設備技術基準適合書（交換）の交付を受けた者がこれ

を汚し、損じ又は失った場合において、当該交付を受けている者の申請に基づいて、その

再交付を行う。

（１）認定指定設備技術基準適合書（交換）の再交付を受けようとする者（以下「適合書

（交換）再交付申請者」という。）は、様式４－９の「認定指定設備技術基準適合書

（交換）再交付申請書」に、様式４－６又は様式４－７の「認定指定設備技術基準適

合書（交換）」の写し（適合書の写しが提出できない場合にあっては、当該認定指定

設備の認定証（裏面を含む。）の写しに替えることができる。）及び手数料を添付し、

当該認定指定設備技術基準適合書（交換）を交付した事務所に申請するものとする。

（２）協会は、再交付申請の内容が確認できたときは、適合書（交換）再交付申請者に当

該申請に係る認定指定設備技術基準適合書（交換）の再交付を行う。

５ 手数料

（１）申請等に係る手数料は、別に定める。

（２）協会は、正当な理由がある場合を除き手数料を返金しない。

６ 標準処理期間

標準処理期間は、以下に定めるところよるものとする。ただし、１２月２９日～１２月
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３１日、１月１日～１月３日並びに４月及び５月の祝祭日は除くものとする。

（１）「指定設備設計審査合格通知書」及び「認定指定設備設計審査合格通知書」の発

行は、申請を受け付けた日から１５日とする。ただし、申請者に起因する理由により

遅延する場合にあってはこの限りでないものとする。

（２）「指定設備認定証」、「認定指定設備技術基準適合書（移設）」及び「認定指定設備

技術基準適合書（交換）」の交付までの標準処理期間は、現地調査日より起算して３

０日以内とする。ただし、申請者に起因する理由により遅延する場合にあってはこの

限りでないものとする。

附則 このマニュアルは、平成10年8月1日から施行する。

附則 このマニュアルは、平成13年3月26日から適用する。

附則 この改正は、平成16年3月29日から適用する。

附則 この改正は、平成17年3月１日から適用する。

附則 この改正は、平成18年１月４日から適用する。

附則 この改正は、平成18年12月11日から施行する。

附則 この改正は、平成20年3月31日から施行する。

附則 この改正は、平成21年4月6日から施行する。

附則 この改正は、平成22年9月27日から施行する。

附則 この改正は、平成26年6月1日から施行する。

附則 この改正は、平成28年7月29日から施行する。

附則 この改正は、平成30年4月1日から施行する。

附則 この改正は、令和元年7月1日から施行する。

附則 この改正は、令和元年9月2日から施行する。

附則 この改正は、令和3年4月1日から施行する。

附則 この改正は、令和3年8月2日から施行する。

機-50202-15
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機-50202-15

様式２－１

×整 理 番 号

×審 査 結 果
指 定 設 備 認 定 申 請 書 一 般

×受理年月日 年 月 日

×認 定 番 号

申請者の氏名又は名称

製 造 業 者 の 事 業 所 の

名 称 及 び 所 在 地

認定を受けようとする設

備の品名及び製造番号

処 理 能 力

設 計 圧 力

年 月 日

代表者 氏名

高圧ガス保安協会 殿

備考１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

２ ×印の項は記載しないこと。
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機-50202-15

様式２－２

×整 理 番 号

×審 査 結 果
指 定 設 備 認 定 申 請 書 特 定

×受理年月日 年 月 日

×認 定 番 号

申 請 者 の 氏 名 又 は 名 称

製 造 業 者 の 事 業 所 の

名 称 及 び 所 在 地

認定を受けようとする設

備 の 品 名 及 び 製 造 番 号

処 理 能 力

設 計 圧 力

年 月 日

代表者 氏名

高圧ガス保安協会 殿

備考１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

２ ×印の項は記載しないこと。
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様式２－３

指 定 設 備 構 成 機 器 一 覧 表

ユニット名： フロ－図番号：

耐圧試験 気密試験
機 器 名 製造メ－カ－ 製造年月 呼び径等 数量 設計圧力 常用圧力 設計温度 常用温度 圧 力 圧 力 検査の経歴 図面番号 備 考

(MPa) (MPa) (℃) (℃) (MPa) (MPa) （各種の証明書）

機 -50202-15
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機-50202-15

様式２－４

指 定 設 備 設 計 審 査 合 格 通 知 書

（元号） 年 月 日

殿

高圧ガス保安協会

機器検査事業部長

○○支部事務局長

（元号） 年 月 日付けをもって申請されました下記の指定設備は、設計に関する

事項について審査を行った結果、当該審査に合格しましたので通知します。

整 理 番 号

申請者の氏名又は名称

製造業者の事業所の

名 称 及 び 所 在 地

認定を受けようとする設

備の品名及び製造番号

備 考

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
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機-50202-15

様式２－５

指 定 設 備 設 計 審 査 不 合 格 通 知 書

（元号） 年 月 日

殿

高圧ガス保安協会

機器検査事業部長

○○支部事務局長

（元号） 年 月 日付けをもって申請されました下記の指定設備は、設計に関する事

項について審査を行った結果、当該審査に不合格となりましたので通知します。

整 理 番 号

申請者の氏名又は名称

製造業者の事業所の

名 称 及 び 所 在 地

認定を受けようとする設

備の品名及び製造番号

不 合 格 理 由

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
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機-50202-15

様式２－６（表面）

指 定 設 備 認 定 証 一 般

交 付 番 号

認定を受けた者の

氏 名 又 は 名 称

製造業者の事業所の

名 称 及 び 所 在 地

認定を受けた設備の

品名及び製造番号

備 考

高圧ガス保安法第５６条の８第１項の規定により、本認定証を交付する。

年 月 日

高 圧 ガ ス 保 安 協 会

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
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機-50202-15

様式２－６（裏面）

認定指定設備の変更工事又は移設等を行った場合、下記内容を記載すること。

変更工事又は移設等
を 行 っ た 年 月 日 変 更 工 事 の 内 容

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

備考 移設等を行った場合は、変更工事の内容に移設先の事業所の名称及び事業所
所在地を記載すること。
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機-50202-15

様式２－７（表面）

指 定 設 備 認 定 証 特 定

交 付 番 号

認定を受けた者の

氏 名 又 は 名 称

製造業者の事業所の

名 称 及 び 所 在 地

認定を受けた設備の

品名及び製造番号

備 考

高圧ガス保安法第５６条の８第１項の規定により、本認定証を交付する。

年 月 日

高 圧 ガ ス 保 安 協 会

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
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機-50202-15

様式２－７（裏面）

認定指定設備の変更工事又は移設等を行った場合、下記内容を記載すること。

変更工事又は移設等
を 行 っ た 年 月 日 変 更 工 事 の 内 容

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

備考 移設等を行った場合は、変更工事の内容に移設先の事業所の名称及び事業所
所在地を記載すること。
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機-50202-15

様式２－８

指 定 設 備 認 定 不 合 格 通 知 書

（元号） 年 月 日

殿

高圧ガス保安協会

機器検査事業部長

○○支部事務局長

（元号） 年 月 日付けをもって申請されました下記の指定設備は、認定の審査の

結果、不合格となりましたので通知します。

整 理 番 号

申請者の氏名又は名称

製造業者の事業所の

名 称 及 び 所 在 地

認定を受けようとする設

備の品名及び製造番号

不 合 格 理 由

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
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機-50202-15

様式２－９

×整 理 番 号

指定設備認定証再交付申請書 一 般 ×受理年月日 年 月 日

×再交付番号

申 請 者 の 氏 名 又 は 名 称

申 請 者 の 住 所

指定設備認定証の交付番号

指定設備の認定を受けた

設備の品名及び製造番号

理 由

年 月 日

代表者 氏名

高圧ガス保安協会 殿

備考１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

２ ×印の項は記載しないこと。
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機-50202-15

様式２－１０

×整 理 番 号

指定設備認定証再交付申請書 特 定 ×受理年月日 年 月 日

×再交付番号

申 請 者 の 氏 名 又 は 名 称

申 請 者 の 住 所

指定設備認定証の交付番号

指定設備の認定を受けた

設備の品名及び製造番号

理 由

年 月 日

代表者 氏名

高圧ガス保安協会 殿

備考１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

２ ×印の項は記載しないこと。
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機-50202-15

様式２－１１

（元号） 年 月 日

高圧ガス保安協会会長 殿

代表者 氏名

指 定 設 備 認 定 証 返 納 届 書

高圧ガス保安法第５６条の９第２項の規定に基づき、下記の指定設備認定証を返納致し

ます。

記

指定設備認定証の交付番号

指 定 設 備 の 認 定 を 受 け た

設 備 の 品 名 及 び 製 造 番 号

当該指定設備を使用していた

製造者の氏名又は名称及び住所

返 納 の 理 由

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
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機-50202-15

様式３－１

認定指定設備技術基準適合 × 整 理 番 号

調 査 申 請 書 一 般

（移設） ×受理年月日 年 月 日

申 請 者 の 氏 名 又 は 名 称

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地

事 業 所 所 在 地

移 設 前 の 事 業 所 の

名 称 及 び 所 在 地

認 定 を 受 け た 設 備 の

品 名 及 び 製 造 番 号

指 定 設 備 認 定 証

の 交 付 番 号

指 定 設 備 認 定 証

の 交 付 年 月 日

年 月 日

代表者 氏名

高圧ガス保安協会 殿

備考１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

２ ×印の項は記載しないこと。
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機-50202-15

様式３－２

認 定 指 定 設 備 技 術 基 準 ×整理番号

適 合 調 査 申 請 書 特 定

（移設） ×受理年月日 年 月 日

申 請 者 の 氏 名 又 は 名 称

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地

事 業 所 所 在 地

移 設 前 の 事 業 所 の

名 称 及 び 所 在 地

指定設備の認定を受けた

設備の品名及び製造番号

指 定 設 備 認 定 証

の 交 付 番 号

指 定 設 備 認 定 証

の 交 付 年 月 日

年 月 日

代表者 氏名

高圧ガス保安協会 殿

備考１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

２ ×印の項は記載しないこと。
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機-50202-15

様式３－１/３－２の別紙１

指定設備に係る変更工事等に関する証明書

（元号） 年 月 日

高圧ガス保安協会 殿

代表者氏名

当該調査を受ける認定指定設備は、指定設備認定証の交付後、一般則９４条の１４第１

号から４号又はコンビ則第４９条の１４第１号から４号に該当する変更の工事又は移設等

を実施しておりませんので、指定設備の認定が無効になっていないことを証明いたします。

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
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機-50202-15

様式３－１/３－２の別紙２

指定設備に係る変更工事等に関する証明書

（元号） 年 月 日

高圧ガス保安協会 殿
代表者氏名

当該調査を受ける認定指定設備に係るすべての変更工事又は移設等の履歴は下記の
とおりであり、これらは、一般則９４条の１４第１号から４号又はコンビ則第４９条
の１４第１号から４号に該当し、指定設備の認定は無効になっていないことを証明い
たします。

記
認定指定設備：

指定設備認定証の交付番号

指定設備の品名及び製造番号

変更工事又は移設等：

Ｎｏ． 変更工事又は移設等 変 更 工 事 の 内 容 又 は 移 設 先 の
を 行 っ た 年 月 日 事 業 所 の 名 称 及 び 事 所 在 地

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

備考１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
備考２ 本証明書には、変更工事又は移設等のＮｏ．毎に指定設備の認定が無効となっ

ていないことを証明する書類（技術基準適合書の写し、構成機器一覧表の新旧対
照表変更前後の図面、強度計算書、ミルシート、耐圧試験結果、気密試験結果、
一般則第９４条の９各号又はコンビ則第４９条の９各号に掲げる技術上の基準に
適合したことを確認した記録等）を添付すること。
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機-50202-15

様式３－３

認 定 指 定 設 備 技 術 基 準 適 合 書 （ 移 設 ） 一 般

名 称 （ 事 業 所 の 名 称 を 含 む 。 ）

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地

事 業 所 所 在 地

移 設 前 の 事 業 所 の

名 称 及 び 所 在 地

調 査 を 受 け た 認 定 指 定

設 備 の 品 名 及 び 製 造 番 号

認 定 指 定 設 備 技 術 基 準 適 合 書

の 交 付 年 月 日 及 び 番 号

指 定 設 備 認 定 証

の 交 付 番 号

指 定 設 備 認 定 証

の 交 付 年 月 日

年 月 日

高 圧 ガ ス 保 安 協 会

代表者 氏名 殿

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
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機-50202-15

様式３－４

認 定 指 定 設 備 技 術 基 準 適 合 書 （ 移 設 ） 特 定

名 称 （ 事 業 所 の 名 称 を 含 む 。 ）

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地

事 業 所 所 在 地

移 設 前 の 事 業 所 の

名 称 及 び 所 在 地

調 査 を 受 け た 認 定 指 定

設 備 の 品 名 及 び 製 造 番 号

認 定 指 定 設 備 技 術 基 準 適 合 書

の 交 付 年 月 日 及 び 番 号

指 定 設 備 認 定 証

の 交 付 番 号

指 定 設 備 認 定 証

の 交 付 年 月 日

年 月 日

高 圧 ガ ス 保 安 協 会

代表者 氏名 殿

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
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機-50202-15

様式３－５

認定指定設備技術基準不適合通知書

（移設）

（元号） 年 月 日

殿

高圧ガス保安協会

機器検査事業部長

○○支部事務局長

（元号） 年 月 日付けをもって申請されました下記の認定指定設備は、移設調査

の結果、不適合となりましたので通知します。

整 理 番 号

申 請 者 の 氏 名 又 は 名 称

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地

事 業 所 所 在 地

移 設 前 の 事 業 所

の 名 称 及 び 所 在 地

調 査 を 受 け た 認 定 指 定

設備の品名及び製造番号

指 定 設 備 認 定 証

の 交 付 番 号

不 適 合 理 由

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
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機-50202-15

様式３－６

×整 理 番 号

認 定 指 定 設 備 技 術 基 準

適 合 書 （ 移 設 ） 再 交 付 申 請 書 ×受理年月日 年 月 日

×再交付番号

申 請 者 の 氏 名 又 は 名 称

申 請 者 の 住 所

認 定 指 定 設 備 技 術 基 準

適 合 書 の 交 付 年 月 日

認 定 指 定 設 備 技 術 基 準

適 合 書 の 交 付 番 号

理 由

年 月 日

代表者 氏名

高圧ガス保安協会 殿

備考１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

２ ×印の項は記載しないこと。
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機-50202-15

様式４－１

認 定 指 定 設 備 技 術 基 準 × 整 理 番 号

適 合 調 査 申 請 書 一 般

（交換） ×受理年月日 年 月 日

申 請 者 の 氏 名 又 は 名 称

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地

事 業 所 所 在 地

変更の工事を行つた部品の

品 名 及 び 製 造 番 号

認 定 を 受 け た 設 備 の

品 名 及 び 製 造 番 号

指 定 設 備 認 定 証

の 交 付 番 号

指 定 設 備 認 定 証

の 交 付 年 月 日

年 月 日

代表者 氏名

高圧ガス保安協会 殿

備考１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

２ ×印の項は記載しないこと。
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機-50202-15

様式４－２

認 定 指 定 設 備 技 術 基 準 × 整 理 番 号

適 合 調 査 申 請 書 特 定

（交換） ×受理年月日 年 月 日

申 請 者 の 氏 名 又 は 名 称

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地

事 業 所 所 在 地

変更の工事を行つた部品の

品 名 及 び 製 造 番 号

指定設備の認定を受けた

設備の品名及び製造番号

指 定 設 備 認 定 証

の 交 付 番 号

指 定 設 備 認 定 証

の 交 付 年 月 日

年 月 日

代表者 氏名

高圧ガス保安協会 殿

備考１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

２ ×印の項は記載しないこと。
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機-50202-15

様式４－１/４－２の別紙１

指定設備に係る変更工事等に関する証明書

（元号） 年 月 日

高圧ガス保安協会 殿

代表者氏名

当該調査を受ける認定指定設備は、指定設備認定証の交付後、一般則９４条の１４第１

号から４号又はコンビ則第４９条の１４第１号から４号に該当する変更の工事又は移設等

を実施しておりませんので、指定設備の認定が無効になっていないことを証明いたします。

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
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様式４－１/４－２の別紙２

指定設備に係る変更工事等に関する証明書

（元号） 年 月 日

高圧ガス保安協会 殿
代表者氏名

当該調査を受ける認定指定設備に係るすべての変更工事又は移設等の履歴は下記の
とおりであり、これらは、一般則９４条の１４第１号から４号又はコンビ則第４９条
の１４第１号から４号に該当し、指定設備の認定は無効になっていないことを証明い
たします。

記
認定指定設備：

指定設備認定証の交付番号

指定設備の品名及び製造番号

変更工事又は移設等：

Ｎｏ． 変更工事又は移設等 変 更 工 事 の 内 容 又 は 移 設 先 の
を 行 っ た 年 月 日 事 業 所 の 名 称 及 び 事 所 在 地

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

備考１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
備考２ 本証明書には、変更工事又は移設等のＮｏ．毎に指定設備の認定が無効となっ

ていないことを証明する書類（技術基準適合書の写し、構成機器一覧表の新旧対
照表変更前後の図面、強度計算書、ミルシート、耐圧試験結果、気密試験結果、
一般則第９４条の９各号又はコンビ則第４９条の９各号に掲げる技術上の基準に
適合したことを確認した記録等）を添付すること。
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様式４－３

交換する個別ユニットの構成機器一覧表

ユニット名： フロ－図番号：

耐圧試験 気密試験
機 器 名 製造メ－カ－ 製造年月 呼び径等 数量 設計圧力 常用圧力 設計温度 常用温度 圧 力 圧 力 検査の経歴 図面番号 備 考

(MPa) (MPa) (℃) (℃) (MPa) (MPa) （各種の証明書）

機 -50202-15
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様式４－４

認定指定設備設計審査合格通知書

（元号） 年 月 日

殿

高圧ガス保安協会

機器検査事業部長

○○支部事務局長

（元号） 年 月 日付けをもって申請されました下記の認定指定設備の個別ユニッ

トの交換に係る設計に関する事項について審査を行った結果、当該審査に合格しました

ので通知します。

整 理 番 号

申 請 者 の 氏 名 又 は 名 称

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地

事 業 所 所 在 地

変更の工事を行つた部品の

品 名 及 び 製 造 番 号

認 定 を 受 け た 設 備 の

品 名 及 び 製 造 番 号

指 定 設 備 認 定 証

の 交 付 番 号

指 定 設 備 認 定 証

の 交 付 年 月 日

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
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様式４－５

認定指定設備設計審査不合格通知書

（元号） 年 月 日

殿

高圧ガス保安協会

機器検査事業部長

○○支部事務局長

（元号） 年 月 日付けをもって申請されました下記の認定指定設備の個別ユニッ

トの交換に係る設計に関する事項について審査を行った結果、不合格となりましたので

通知します。

整 理 番 号

申 請 者 の 氏 名 又 は 名 称

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地

事 業 所 所 在 地

変更の工事を行つた部品の

品 名 及 び 製 造 番 号

認 定 を 受 け た 設 備 の

品 名 及 び 製 造 番 号

指 定 設 備 認 定 証

の 交 付 番 号

指 定 設 備 認 定 証

の 交 付 年 月 日

不 合 格 理 由

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
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様式４－６

認 定 指 定 設 備 技 術 基 準 適 合 書 （ 交 換 ） 一 般

名称（事業所の名称を含む。）

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地

事 業 所 所 在 地

変更の工事をおこなつた部品の

品 名 及 び 製 造 番 号

調 査 を 受 け た 認 定 指 定

設 備 の 品 名 及 び 製 造 番 号

認 定 指 定 設 備 技 術 基 準 適 合 書

の 交 付 年 月 日 及 び 番 号

指 定 設 備 認 定 証

の 交 付 番 号

指 定 設 備 認 定 証

の 交 付 年 月 日

年 月 日

高 圧 ガ ス 保 安 協 会

代表者 氏名 殿

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
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様式４－７

認 定 指 定 設 備 技 術 基 準 適 合 書 （ 交 換 ） 特 定

名称（事業所の名称を含む。）

事 務 所 （ 本 社 ） 所 在 地

事 業 所 所 在 地

変更の工事をおこなつた部品の

品 名 及 び 製 造 番 号

調 査 を 受 け た 認 定 指 定

設 備 の 品 名 及 び 製 造 番 号

認 定 指 定 設 備 技 術 基 準 適 合 書

の 交 付 年 月 日 及 び 番 号

指 定 設 備 認 定 証

の 交 付 番 号

指 定 設 備 認 定 証

の 交 付 年 月 日

年 月 日

高 圧 ガ ス 保 安 協 会

代表者 氏名 殿

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
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様式４－８

認定指定設備技術基準不適合通知書

（交換）

（元号） 年 月 日

殿

高圧ガス保安協会

機器検査事業部長

○○支部事務局長

（元号） 年 月 日付けをもって申請されました下記の認定指定設備は、交換調査の

結果、不適合となりましたので通知します。

整 理 番 号

申請者の氏名又は名称

事務所（本社）所在地

変更の工事を行った部品

の 品 名 及 び 製 造 番 号

指 定 設 備 認 定 証

の 交 付 番 号

不 適 合 理 由

備考 この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
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様式４－９

×整 理 番 号

認 定 指 定 設 備 技 術 基 準

適 合 書 （ 交 換 ） 再 交 付 申 請 書 ×受理年月日 年 月 日

×再交付番号

申 請 者 の 氏 名 又 は 名 称

申 請 者 の 住 所

認 定 指 定 設 備 技 術 基 準

適 合 書 の 交 付 年 月 日

認 定 指 定 設 備 技 術 基 準

適 合 書 の 交 付 番 号

理 由

年 月 日

代表者 氏名

高圧ガス保安協会 殿

備考１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

２ ×印の項は記載しないこと。
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別表２－１（設計審査）

認 定 審 査 表

項目ごとの評価
審 査 項 目 審 査 方 法 判 定 基 準 特 記 事 項

合 否

① 申請者の資格要件等 1. 申請者の概要を確認する。 1. 申請事業所の名称、所在地、組織図及び人員構成が明確であること。

2. 製造の方法及び品質管理の概要を確認する。 2. 製造場所が明確であり、品質管理体制が確立していること。

3. 設置場所を確認する。 3. 設置事業所及び場所が明確にされていること。

② 構成機器リスト 1. フロ－シ－ト及び様式２－３の構成機器一 1. フロ－シ－トにおいて設備全体の構成機器が明確であり、機器リ
覧表により構成機器が適切であるか確認する。 ストにその内容が記載され、必要書類が完備していること。

③ 機器の個別審査 1. 図面等によって 構成機器の材料が適切か確 1.1 二重殻内設備等の材料は、特定則第１１条及び第３６条※
（特定設

認する。 備の技術基準の解釈第４条、第５条及び第５０条～第５２条）（※を
（一般則第９４条の９又は 付した（）の部分は例示基準の該当部分を示す。以下同じ。） に適合
コンビ則４９条の９に規 し、かつ、耐腐食性があり、低温脆性を起こさないものであること。
定する技術上の基準への

適合）

1.2 二重殻密閉構造設備以外の設備の材料は、ガスの種類、性状、温度、
圧力等に応じ、当該設備の材料に及ぼす化学的影響及び物理的影響に
対し、安全な化学成分、機械的性質を有するもの

※
（一般高圧ガス保

安規則関係例示基準「９．ガス設備等に使用する材料」又はコンビナ
ート等保安規則関係例示基準「３．ガス設備に使用する材料」）であ
ること。また、風雨にさらされる部分及び外表面に結露のおそれがあ
る部分には、耐腐食処理を施工するか耐腐食性材料を使用すること。

2. 図面及び強度計算書等により構成機器の強度 2.1 二重殻内設備等の設計強度及び形状等は、特定則第１２条～第２３
及び形状が適切か確認する。 条及び第３７条

※
（特定設備の技術基準の解釈第６条～第２５条及び

第５３条～第５４条）に適合していること。

機 -50202-15
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項目ごとの評価
審 査 項 目 審 査 方 法 判 定 基 準 特 記 事 項

合 否

2.2 二重殻密閉構造設備以外の設備の設計強度及び形状等は、一般則第
６条第１項第１１号～第１３号

※
（一般高圧ガス保安規則関係例示基

準「７．耐圧試験及び気密試験」並びに「８．高圧ガス設備及び導管
の強度」）又はコンビ則第５条第１７号～第１９号

※
（コンビナート等

保安規則関係例示基準「４．耐圧試験及び気密試験」並びに「５．高
圧ガス設備及び導管の強度」）に適合していること。

3. 図面及び計算書等により溶接と構造が適切か 3.1 二重殻内設備等の溶接は、特定則第２４条～第３１条及び第３８条
確認する。 ～第４２条

※
（特定設備の技術基準の解釈第２６条～第４４条及び第

５５条～第６７条）に適合すること。また、構造は、特定則第３２条
～第３５条及び第４３条～第４５条

※
（特定設備の技術基準の解釈第

４５条～第４９条及び第６８条～第７４条）に適合すること。

3.2 二重殻密閉構造設備以外の配管、バルブ等の接合は、溶接又はろう
付けによること。溶接又はろう付けが適当でない場合は、保安上必要
な強度を有するねじ接合又はフランジ接合によること。

3.3 原料空気圧縮機は、オイルフリータイプ又は高圧ガス設備に油分の
混入しない構造であること。

3.4 貯蔵設備の貯槽には、同時に閉とすることが出来ない構造の元
弁に接続された２つ以上の安全弁が設けられていること。

4. フロ－図等で据付とユニット状況を確認する。 4.1 工場でユニットとして組立・試験・検査が完了して搬入するユニッ
ト形であること。

4.2 現地のユニット間の接合溶接は、大臣認定事業所が施工するか、協
会が立会を行うこと。

5. 自動制御装置及び各種の安全装置 5. 自動制御装置等の安全装置についての概要が示されていること。
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別表２－２（現地審査）

認 定 審 査 表

項目ごとの評価

審 査 項 目 審 査 方 法 判 定 基 準 特 記 事 項

合 否

①機器の製作中検査

1-1. 材料検査 1. 材料証明書（ミルシ－ト）等により確認する。 1. 設計に基づいた材料であって、規定肉厚を有していること。

1-2. 加工・溶接検査 2. 図面及び要領書通りに実施しているか、立会 2.1 成形等は、加工における減肉がなく適切な方法で実施されている
又は書類により確認する。 こと。

2.2 溶接の開先形状、溶接方法、処理等が適切な方法で行われている
こと。

2.3 溶接部は、適切な非破壊検査を行い、合格すること。

1-3. 構造検査等 3. 肉厚測定、耐圧・気密試験を立会又は書類に 3.1 肉厚は、必要最小肉厚以上あること。

より確認する。

3.2 耐圧試験は、設計圧力の 1.5倍以上(やむ得ない理由で水を満た
すことが不適当な場合は、空気又はその他の危険性のない気体で

設計圧力の 1.25 倍以上)の圧力で局部的なふくらみ又は伸び、漏
れ等の異常がないこと。

3.3 気密試験は、設計圧力以上の圧力で漏れ等の異常がないこと。

1-4. ユニット組立 4. ユニット組立が所定通りか目視等によって確 4.1 機器の組み込み及び配管接合が設計通り組立されていること。

認する。

4.2 耐震設計適用の特定支持構造物の取付部及び吊り金具の取付部
は、非破壊検査に合格すること。

4.3 耐腐食性材料を用いていない場合には、適切な耐腐食処理が施工
されていること。

4.4 ユニット組立は、搬出状態であること。

機 -50202-15
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項目ごとの評価

審 査 項 目 審 査 方 法 判 定 基 準 特 記 事 項

合 否

1-5. デ－タ受入 5. 構成機器のうち、大臣認定品又は高圧ガス設 5.1 大臣認定品又は高圧ガス設備合格品のバルブ、圧縮機及び管類等
備試験等合格品の機器にあっては認定試験者試 にあっては、その成績書等により検査を実施する。

験等成績書又は高圧ガス設備試験成績証明書を

確認する。なお、特定設備検査を受検した機器

についても同様とする。 5.2 特定設備検査受検品である場合には、その合格証の写しにより検
査を実施する。ただし、特定設備検査合格証又は特定設備基準適

合証は返納すること。

② ユニット接合 1. ユニット接合を立会又は大臣認定記録で確認 1.1 ユニットの接合は、配管接続とし、その接合部は溶接又はろう付
する。 けによっていること。ただし、溶接又はろう付けによることが適

当でないと認められる場合であって、フランジ接合又はねじ接合

継手を使用している場合には当該設備の設計を満足する強度を有

すること。

1.2 接合施工工事を大臣認定事業者が実施した場合は、その施工記録
により確認する。

③ 性能試験

3-1. 防振措置 1. 設備の防振措置状況を目視等により確認する。 1. 振動により高圧ガスが漏えいするおそれのある部分については、

振れ止め、可とう管等の防振措置が設けられていること。

3-2. 衝撃防護措置 1. 設備の衝撃防護措置を目視等により確認する。 1. 突出部等が衝撃により破損し、高圧ガスが漏えいするおそれのあ
る部分については、防護措置が講じられていること。

3-3. 防食措置 1. 設備の防食措置を目視等により確認する。 1. 設備の外面で腐食により高圧ガスが漏えいするおそれのある部分

について塗装等適切な防食措置が講じられていること。

3-4. 圧力計の設置 1. 圧力計の設置状況を目視等により確認する。 1. 圧力区分ごとに、見やすい位置に圧力計が設けられていること。
圧力計は、ＪＩＳ Ｂ ７５０５（１９９４）ブルドン管圧力計

又はこれと同等程度以上の性能を有するものであり、かつ、測定

範囲が当該設備の常用の圧力を適切に測定できるものであること。
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項目ごとの評価

審 査 項 目 審 査 方 法 判 定 基 準 特 記 事 項

合 否

3-5. 安全装置の機能と 1. 安全装置の設置状況を目視等により確認する。 1. 設備には、適切な位置に、許容圧力を超えた場合に直ちに許容圧
設置状況 力以下に戻すことができる適正な機能を有する安全装置が設けら

れていること。

3-6. 破損防止措置 1. 計器類の破損防止措置状況を目視等により確 1. 計器類でガラス等の破損を防止するため金属製等覆いが設けら
認する。 れているなど適切な破損防止措置がとられていること。

3-7. バルブ等を適切に
操作することができ

る措置

A. 開閉方向の明示 1. バルブ等の操作に係る表示を目視等により確 1. バルブ等の開閉方向（操作することにより製造設備に保安上重大
認する。 な影響を与えるバルブ等にあっては、当該バルブ等の開閉状態を含

（保安上重大な影響を与 む。）が明示されていること。

えるバルブ等については

開閉状態を含む。）

B. 配管内の流体の種 1. 配管内の流体の種類と流れ方向の表示を図 1. 操作することにより製造設備に保安上重大な影響を与えるバルブ

類と流れ方向の表示 面又は目視により確認する。 等に係る配管にあっては、当該バルブ等に接近する部分に、容易

に識別することができる方法により、当該配管内の高圧ガスその

(保安上重大な影響を与 他の流体の種類及び流れ方向が表示されていること。

えるバルブ等に係る配

管に限る。)

C. 誤操作防止措置 1. バルブ等の誤操作防止措置の状況を図面又 1. 操作することにより製造設備に保安上重大な影響を与えるバルブ

は目視により確認する。 等のうち通常使用しないもの（緊急時に用いるものを除く。）には

（保安上重大な影響を与 施錠、封印等誤操作防止措置が講じられていること。

えるバルブ等のうち通

常使用しないもの（緊

急時に用いるものを除

く。））
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項目ごとの評価

審 査 項 目 審 査 方 法 判 定 基 準 特 記 事 項

合 否

④自動制御装置の設置

4.1 高圧遮断機能

A. 冷凍用圧縮機 1. 冷凍用圧縮機において高圧遮断機能を有する 1. 冷凍用圧縮機の高圧側の圧力が許容圧力を超えたときに圧縮機
装置の設置を目視等により確認する。 の運転を停止することのできる適正な機能を有する装置が設置され

また、高圧遮断機能を機能検査又は検査記録 ていること。

により確認する。

B. 原料空気圧縮機 1. 原料空気圧縮機において高圧遮断機能を有す 1. 原料空気圧縮機の高圧側の圧力が許容圧力を超えたときに圧縮機

る装置の設置を目視等により確認する。 の運転を停止することのできる適正な機能を有する装置が設置さ

また、高圧遮断機能を機能検査又は検査記録 れていること。

により確認する。 また、圧縮機の高圧側の圧力が許容圧力を超える圧力に相当す

る信号を模擬入力し、圧縮機の遮断回路が作動すること。

4.2 冷凍用圧縮機 1. 冷凍用圧縮機において、低圧遮断機能を有す 1. 冷凍用圧縮機の吸込側圧力（蒸発器内圧力）が設定圧力以下にな

低圧遮断機能 る装置の設置を目視等により確認する。 ったとき圧縮機の運転を停止することのできる適正な機能を有す

また、低圧遮断機能を機能検査又は検査記録 る装置が設置されていること。

により確認する。

4.3 膨張タ－ビン 1. 膨張タ－ビンにおいて、過速度保護機能を有 1. 膨張タ－ビンの回転速度が異常に上昇したときに膨張タ－ビンの
過速度保護機能 する装置の設置を目視等により確認する。 運転を停止することのできる適正な機能を有する装置が設置され

また、過速度保護機能を機能検査又は検査記 ていること。

録により確認する。 また、過速度に相当する信号を模擬入力し、膨張タ－ビンへの

ガス流入が遮断されること。

4.4 膨張タ－ビン 1. 膨張タ－ビンにおいて、液化保護機能を有す 1. 膨張タ－ビンの出口温度が異常に低下したときに液化による破損
液化保護機能 る装置の設置を目視等により確認する。 を防止するため膨張タ－ビンへのガス流入が遮断することのでき

また、液化保護機能を機能検査又は検査記録 る適正な機能を有する装置が設置されていること。

により確認する。 また、出口温度異常低下に相当する信号を模擬入力し、膨張タ

－ビンへのガス流入が遮断されること。
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項目ごとの評価

審 査 項 目 審 査 方 法 判 定 基 準 特 記 事 項

合 否

4.5 油圧保護機能

（油圧が 0.1MPa以下の
場合は省略）

A. 冷凍用圧縮機 1. 冷凍用圧縮機において、油圧保護機能を有す 1. 冷凍用圧縮機の油圧保護スイッチの差圧（油ポンプの供給圧力と

る装置の設置を目視等により確認する。 圧縮機の吸込圧力との差）が運転に支障をきたす値まで低下した

また、油圧保護機能を機能検査又は検査記録 とき圧縮機の運転を停止することのできる適正な機能を有する装

により確認する。 置が設置されていること。

B. 原料空気圧縮機又 1. 原料空気圧縮機又は膨張タ－ビンにおいて、 1. 油圧保護スイッチの圧力が運転支障をきたす値まで低下したとき
は膨張タ－ビン 油圧保護機能を有する装置の設置を目視等によ 原料空気圧縮機又は膨張タ－ビンの運転を停止することのできる

り確認する。 適正な機能を有する装置が設置されていること。

また、油圧保護機能を機能検査又は検査記録 また、油圧低下に相当する信号を模擬入力し、各遮断回路が作

により確認する。 動すること。

4.6 過負荷保護機能

A. 冷凍用圧縮機 1. 冷凍用圧縮機において、過負荷保護機能を有 1. 冷凍用圧縮機に繋がった電動機が過負荷となったとき、圧縮機の

する装置の設置を目視等により確認する。 運転を停止することのできる適正な機能を有する装置が設置され

また、過負荷保護機能を機能検査又は検査記 ていること。

録により確認する。

B. 原料空気圧縮機又 1. 原料空気圧縮機又は膨張タ－ビンにおいて、 1. 原料空気圧縮機又は膨張タ－ビンに繋がった電動機が過負荷とな

は膨張タ－ビン 過負荷保護機能を有する装置の設置を目視等に ったとき、圧縮機の運転を停止することのできる適正な機能を有

より確認する。 する装置が設置されていること。

また、過負荷保護機能を機能検査又は検査記 また、過負荷に相当する信号を模擬入力し、各遮断回路が作動

録により確認する。 すること。
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項目ごとの評価

審 査 項 目 審 査 方 法 判 定 基 準 特 記 事 項

合 否

4.7 冷却水断水保護機能

A. 冷却装置 1. 冷凍装置において、冷却水断水保護機能を有 1. 冷凍装置において、冷却水の断水時又は冷却水量が異常に減少し

する装置の設置を目視等により確認する。 たとき、圧縮機の運転を停止することのできる適正な機能を有す

また、冷却水断水保護機能を機能検査又は検 る装置が設置されていること。

査記録により確認する。

B. 原料空気圧縮機又 1. 原料空気圧縮機又は膨張タ－ビンにおいて、 1. 冷却水の断水時又は冷却水量が異常に減少したとき、原料空気圧

は膨張タ－ビン 冷却水断水保護機能を有する装置の設置を目視 縮機又は膨張タ－ビンの運転を停止することのできる適正な機能

等により確認する。 を有する装置が設置されていること。

また、冷却水断水保護機能を機能検査又は検 また、冷却水断水又は異常減少に相当する信号を模擬入力し、

査記録により確認する。 各停止回路が作動すること。

4.8 冷凍用凝縮器の送風 1. 冷凍用凝縮器の送風機の連動機能を有する装 1. 冷凍用凝縮器の送風機が運転されない限り、圧縮機が運転できな

機の連動機能 置の設置を目視等により確認する。 い適切な機能を有すること。

また、連動機能を機能検査により確認する。

4.9 送ガスユニットの連 1. 送ガスユニットの大気以外の加熱源又は送風 1. 送ガスユニットの大気以外の加熱源又は送風機が運転されない限

動機能 機の連動機能を有する装置の設置を目視等によ り、蒸発器入口又は出口弁が開かれない適切な機能を有すること。

り確認する。 また、加熱源又は送風機の停止を模擬入力し、蒸発器入口弁又

また、連動機能を機能検査又は検査記録によ は出口弁が閉止すること。

り確認する。

4.10 空気液化分離器の

異常時自動停止機能

A. 圧力上昇停止機能 1. コ－ルドボックス及び膨張タ－ビンユニット 1. コ－ルドボックス及び膨張タ－ビンユニットにおいて、圧力範囲

において、圧力範囲毎に圧力が常用圧力を超え 毎に圧力が常用圧力を超えて上昇したとき、自動停止することの

て上昇したとき、自動停止する装置の設置を目 できる適切な装置が設置されていること。

視等により確認する。 また、常用圧力を超える圧力に相当する信号を模擬入力し、自

また、自動停止する機能を機能検査又は検査 動停止すること。

記録により確認する。
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項目ごとの評価

審 査 項 目 審 査 方 法 判 定 基 準 特 記 事 項

合 否

B. 凝縮器及び精溜塔 1. コ－ルドボックス内において、凝縮器及び精 1. コ－ルドボックス内において、凝縮器及び精溜塔下部の液面の設
下部の液面の異常停 溜塔下部の液面の設計上限又は下限を外れたと 計上限又は下限を外れたとき自動停止することのできる適切な装

止機能 き自動停止する装置の設置を目視等により確認 置が設置されていること。

する。 また、液面が設計上限又は下限を外れたときに相当する信号を

また、自動停止する機能を機能検査又は検査 模擬入力し、自動停止すること。

記録により確認する。

C. 原料空気圧縮機又 1. 原料空気圧縮機又は冷凍装置が停止したとき 1. 原料空気圧縮機又は冷凍装置が停止したとき自動停止することの
は冷凍装置停止時の 自動停止する装置の設置を目視等により確認す できる適切な装置が設置されていること。

停止機能 る。 また、原料空気圧縮機又は冷凍装置の停止信号を模擬入力し、

また、自動停止する機能を機能検査又は検査 自動停止すること。

記録により確認する。

D. 制御用機器故障時 1. 制御用電子機器の故障により制御不能となっ 1. 制御用電子機器の故障により制御不能となったとき、自動停止す

停止機能 たとき、自動停止する装置の設置を目視等によ ることのできる適切な装置が設置されていること。

り確認する。 また、制御用電子機器の CPU 異常の信号を模擬入力し、自動停
また、自動停止する機能を機能検査により確 止すること。

認する。

E. 吸着器の切替作動 1. 吸着器の切替動作又は再生温度の異常時に自 1. 吸着器の切替動作又は再生温度の異常時に自動停止することので

異常又は再生温度異 動停止する機能を有する装置の設置を目視等に きる適切な機能を有する装置が設置されていること。

常時の停止機能 より確認する。 また、切替動作異常又は再生温度異常に相当する信号を模擬入

また、自動停止する機能を機能検査又は検査 力し、自動停止すること。

記録により確認する。

4.11 圧力自動放出機能 1. 自動停止機能が作動し、空気液化分離装置内 1. 自動停機能が作動し、空気液化分離装置が停止したとき、当該装

の圧力を自動的に放出する装置の設置を目視等 置内の圧力を自動的に放出することのできる適切な機能を有する

により確認する。 設備になっていること。

また、自動放出機能を機能検査により確認す

る。

⑤ アセチレン又は炭化水 1. 濃縮防止対策がされているか確認する。 1. 液溜まりを設けず一過性・押し出し流れで気化を行う完全気化方
素の濃縮防止 式を採用している場合以外は、自動的に液化空気を放出する機能

を有すること。
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別表３－１（書類調査）
適合調査表（移設等）

項目ごとの評価
調 査 項 目 調 査 方 法 判 定 基 準 特 記 事 項

合 否

① 申請者等の確認 1. 申請者の適切性を確認する。 1. 申請者は、移設調査を受けようとする認定指定設備の指定設備認定
証の交付を受けた者であること。

2. 設備の製造及び品質管理の概略を確認する。 1. 認定指定設備技術基準適合書の交付を受けようとする設備の移設又
は再使用に係る品質管理体制の方法が確立されていること。

② 移設又は再使用する認 1. 調査対象の変更工事であることを申請書類に 1. 協会が認定した認定指定設備であること。
定指定設備の確認等 より確認する。

2. 当該認定指定設備の設置先の都道府県に対して、当該認定指定設備
に係る法第5条第2項に基づく高圧ガスの製造の届け出がなされている
こと。

3. 当該認定指定設備に対して行った変更の工事の内容及び変更の工事
を行った年月日又は移設等を行った年月日が認定証の裏面に記載され
ていること。

4. 指定設備の認定が無効となる変更の工事及び移設等が行われていな
いこと。

5. 当該認定指定設備について、法第35条の2に基づく定期自主検査が
実施されていること。

6. 認定指定設備の移設の調査の場合にあっては、以下の要件を満たし
ていること。
① 認定指定設備の移設前の都道府県に対して、法第21条第2項に
基づく、高圧ガスの製造事業の廃止の届け出がなされていること。

② 認定指定設備の移設後の都道府県に対して、当該認定指定設備
の移設についての協議がなされ、協議の結果、移設することが合
意されていること。

機 -50202-15
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項目ごとの評価
調 査 項 目 調 査 方 法 判 定 基 準 特 記 事 項

合 否

7. 認定指定設備の再使用の調査の場合にあっては、以下の要件を満た
していること。
① 認定指定設備の設置先の都道府県と当該認定指定設備を再使用
することについて協議がなされ、協議の結果、再使用することが
合意されていること。

② 認定指定設備が使用されていない期間について、当該認定指定
設備が適切に管理され、当該管理記録が保管されていること。

③ 移設又は再使用する認 1. 移設又は再使用する認定指定設備のフロ－シ 1. 移設又は再使用する認定指定設備のフロ－シート及び構成機器一覧
定指定設備の構成機器リ －ト及び構成機器一覧表等により構成する機器 表は、当該認定指定設備の認定時と同一であること。（指定設備認定証
スト等 が適切か確認する。 に記載されている変更の工事は除く。）

2. 移設又は再使用する自動制御装置、濃縮防止の機能等安全のための
機器は、当該認定指定設備の認定時と同一であること。（指定設備認
定証に記載されている変更の工事は除く。）

3. 移設の場合、移設元から移設先への各ユニットの搬出形態が、当該
認定指定設備の工場からの搬出形態と同一であること。

4. 移設の場合、現地でのユニット間の接合溶接は大臣認定事業者が施
工するか、協会が立会うこと。
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別表３－２（現地調査）

現地調査表（移設等）

項目ごとの評価
調 査 項 目 調 査 方 法 判 定 基 準 特 記 事 項

合 否

① 移設又は再使用する
認定指定設備の機器の
確認

1-1 各ユニットの構成機 1. 移設又は再使用する認定指定設備の各ユニッ 1. 移設又は再使用する認定指定設備の各ユニットの構成機器が、当該
器 トの構成機器を立会又は書類により確認する。 認定指定設備の構成機器一覧表の機器が使用されていること。

なお、指定設備認定証に変更工事が記載されている場合にあって
は、当該変更工事に関する書類に記載されている機器が使用されて
いること。

2. 移設又は再使用する認定指定設備の各ユニットの構成機器に、腐食、
強度に影響を及ぼすおそれのある変形損傷その他の異常がないこと。

2. 各ユニットの構成機器について、肉厚測定、 1. 当該認定指定設備の認定時に肉厚測定を行った設備の肉厚は、必
耐圧・気密試験を立会又は書類により確認す 要最小肉厚以上あること。
る。

2. 当該認定指定設備の認定時に耐圧試験を行った設備は、設計圧力
の1.5倍以上の圧力で耐圧試験を実施し、局部的なふくらみ又は伸
び、漏れ等の異常がないこと。

3. 当該認定指定設備の認定時に気密試験を実施した設備は、設計圧
力以上の圧力で気密試験を実施し、漏れ等の異常がないこと。

1-2 各ユニットの組立状 1. 各ユニット組立が、所定どおりか目視等によ 1. 機器の組み込み及び配管接合が当該認定指定設備の認定時どおり組
況 り確認する。 立られていること。

1-3 ユニットの接合状況 1. ユニット接合を立会又は大臣認定記録で確認 1. ユニットの接合は、当該認定指定設備の接合方法と同一の配管接続
する。 とし、その接合部は溶接又はろう付けによっていること。ただし、溶

接又はろう付けによることが適当でないと認められる場合であって、
フランジ接合又はねじ接合継手を使用している場合には当該設備の設
計を満足する強度を有すること。
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項目ごとの評価
調 査 項 目 調 査 方 法 判 定 基 準 特 記 事 項

合 否

2. 接合施工工事を大臣認定事業者が実施した場合は、その施工記録
により確認する。

1-4 性能試験
1-4.1 防振措置 1. 設備の防振措置状況を目視等により確認す 1. 振動により高圧ガスが漏えいするおそれのある部分については、

る。 振れ止め、可とう管等の防振措置が設けられていること。

1-4.2 衝撃防護措置 1. 設備の衝撃防護措置を目視等により確認す 1. 突出部等が衝撃により破損し、高圧ガスが漏えいするおそれのあ
る。 る部分については、防護措置が講じられていること。

1-4.3 防食措置 1. 設備の防食措置を目視等により確認する。 1. 設備の外面で腐食により高圧ガスが漏えいするおそれのある部分
について塗装等適切な防食措置が講じられていること。

1-4.4 圧力計の設置 1. 圧力計の設置状況を目視等により確認する。 1. 圧力区分ごとに、見やすい位置に圧力計が設けられていること。
圧力計は、ＪＩＳ Ｂ ７５０５（１９９４）ブルドン管圧力計又は
これと同等程度以上の性能を有するものであり、かつ、測定範囲が
当該設備の常用の圧力を適切に測定できるものであること。

1-4.5 安全装置の機能 1. 安全装置の設置状況を目視等により確認す 1. 設備には、適切な位置に、許容圧力を超えた場合に直ちに許容圧力
と設置状況 る。 以下に戻すことができる適正な機能を有する安全装置が設けられてい

ること。

1-4.6 破損防止措置 1. 計器類の破損防止措置状況を目視等により確 1. 計器類でガラス等の破損を防止するため金属製等覆いが設けられて
認する。 いるなど適切な破損防止措置がとられていること。

1-4.7 バルブ等を適切
に操作することが
できる措置

A. 開閉方向の明示 1. バルブ等の操作に係る表示を目視等により確 1. バルブ等の開閉方向（操作することにより製造設備に保安上重大な
認する。 影響を与えるバルブ等にあっては、当該バルブ等の開閉状態を含む。）

（保安上重大な影響を与 が明示されていること。
えるバルブ等については

開閉状態を含む。）
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項目ごとの評価
調 査 項 目 調 査 方 法 判 定 基 準 特 記 事 項

合 否

B. 配管内の流体の種 1. 配管内の流体の種類と流れ方向の表示を図面 1. 操作することにより製造設備に保安上重大な影響を与えるバルブ等
類と流れ方向の表示 又は目視により確認する。 に係る配管にあっては、当該バルブ等に接近する部分に、容易に識別

することができる方法により、当該配管内の高圧ガスその他の流体の
(保安上重大な影響を与 種類及び流れ方向が表示されていること。
えるバルブ等に係る配

管に限る。)

C. 誤操作防止措置 1. バルブ等の誤操作防止措置の状況を図面又は 1. 操作することにより製造設備に保安上重大な影響を与えるバルブ
目視により確認する。 等のうち通常使用しないもの（緊急時に用いるものを除く。）には施

（保安上重大な影響を与 錠、封印等誤操作防止措置が講じられていること。
えるバルブ等のうち通

常使用しないもの（緊

急時に用いるものを除

く。））

② 自動制御装置の設置
2.1 高圧遮断機能
A. 冷凍用圧縮機 1. 冷凍用圧縮機において高圧遮断機能を有する 1. 冷凍用圧縮機の高圧側の圧力が許容圧力を超えたときに圧縮機の運

装置の設置を目視等により確認する。 転を停止することのできる適正な機能を有する装置が設置されている
また、高圧遮断機能を機能検査又は検査記録 こと。

により確認する。

B. 原料空気圧縮機 1. 原料空気圧縮機において高圧遮断機能を有す 1. 原料空気圧縮機の高圧側の圧力が許容圧力を超えたときに圧縮機の
る装置の設置を目視等により確認する。 運転を停止することのできる適正な機能を有する装置が設置されてい
また、高圧遮断機能を機能検査又は検査記録 ること。

により確認する。 また、圧縮機の高圧側の圧力が許容圧力を超える圧力に相当する信
号を模擬入力し、圧縮機の遮断回路が作動すること。

2.2 冷凍用圧縮機 1. 冷凍用圧縮機において、低圧遮断機能を有す 1. 冷凍用圧縮機の吸込側圧力（蒸発器内圧力）が設定圧力以下になっ
低圧遮断機能 る装置の設置を目視等により確認する。 たとき圧縮機の運転を停止することのできる適正な機能を有する装置

また、低圧遮断機能を機能検査又は検査記録 が設置されていること。
により確認する。
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項目ごとの評価
調 査 項 目 調 査 方 法 判 定 基 準 特 記 事 項

合 否

2.3 膨張タ－ビン 1. 膨張タ－ビンにおいて、過速度保護機能を有 1. 膨張タ－ビンの回転速度が異常に上昇したときに膨張タ－ビンの運
過速度保護機能 する装置の設置を目視等により確認する。 転を停止することのできる適正な機能を有する装置が設置されている

また、過速度保護機能を機能検査又は検査記 こと。
録により確認する。 また、過速度に相当する信号を模擬入力し、膨張タ－ビンへのガス

流入が遮断されること。

2.4 膨張タ－ビン 1. 膨張タ－ビンにおいて、液化保護機能を有す 1. 膨張タ－ビンの出口温度が異常に低下したときに液化による破損を
液化保護機能 る装置の設置を目視等により確認する。 防止するため膨張タ－ビンへのガス流入が遮断することのできる適正

また、液化保護機能を機能検査又は検査記録 な機能を有する装置が設置されていること。
により確認する。 また、出口温度異常低下に相当する信号を模擬入力し、膨張タ－ビ

ンへのガス流入が遮断されること。

2.5 油圧保護機能
（油圧が0.1MPa以下の
場合は省略）
A. 冷凍用圧縮機 1. 冷凍用圧縮機において、油圧保護機能を有す 1. 冷凍用圧縮機の油圧保護スイッチの差圧（油ポンプの供給圧力と圧

る装置の設置を目視等により確認する。 縮機の吸込圧力との差）が運転に支障をきたす値まで低下したとき圧
また、油圧保護機能を機能検査又は検査記録 縮機の運転を停止することのできる適正な機能を有する装置が設置さ

により確認する。 れていること。

B. 原料空気圧縮機又 1. 原料空気圧縮機又は膨張タ－ビンにおいて、 1. 油圧保護スイッチの圧力が運転支障をきたす値まで低下したとき原
は膨張タ－ビン 油圧保護機能を有する装置の設置を目視等によ 料空気圧縮機又は膨張タ－ビンの運転を停止することのできる適正な

り確認する。 機能を有する装置が設置されていること。
また、油圧保護機能を機能検査又は検査記録 また、油圧低下に相当する信号を模擬入力し、各遮断回路が作動す

により確認する。 ること。

2.6 過負荷保護機能
A. 冷凍用圧縮機 1. 冷凍用圧縮機において、過負荷保護機能を有 1. 冷凍用圧縮機に繋がった電動機が過負荷となったとき、圧縮機の運

する装置の設置を目視等により確認する。 転を停止することのできる適正な機能を有する装置が設置されている
また、過負荷保護機能を機能検査又は検査記 こと。

録により確認する。

B. 原料空気圧縮機又 1. 原料空気圧縮機又は膨張タ－ビンにおいて、 1. 原料空気圧縮機又は膨張タ－ビンに繋がった電動機が過負荷となっ
は膨張タ－ビン 過負荷保護機能を有する装置の設置を目視等に たとき、圧縮機の運転を停止することのできる適正な機能を有する装

より確認する。 置が設置されていること。
また、過負荷保護機能を機能検査又は検査記 また、過負荷に相当する信号を模擬入力し、各遮断回路が作動する

録により確認する。 こと。
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項目ごとの評価
調 査 項 目 調 査 方 法 判 定 基 準 特 記 事 項

合 否

2.7 冷却水断水保護機
能 1. 冷凍装置において、冷却水断水保護機能を有 1. 冷凍装置において、冷却水の断水時又は冷却水量が異常に減少した

A. 冷却装置 する装置の設置を目視等により確認する。 とき、圧縮機の運転を停止することのできる適正な機能を有する装置
また、冷却水断水保護機能を機能検査又は検 が設置されていること。

査記録により確認する。

B. 原料空気圧縮機又 1. 原料空気圧縮機又は膨張タ－ビンにおいて、 1. 冷却水の断水時又は冷却水量が異常に減少したとき、原料空気圧縮
は膨張タ－ビン 冷却水断水保護機能を有する装置の設置を目視 機又は膨張タ－ビンの運転を停止することのできる適正な機能を有す

等により確認する。 る装置が設置されていること。
また、冷却水断水保護機能を機能検査又は検 また、冷却水断水又は異常減少に相当する信号を模擬入力し、各停

査記録により確認する。 止回路が作動すること。

2.8 冷凍用凝縮器の送 1. 冷凍用凝縮器の送風機の連動機能を有する装 1. 冷凍用凝縮器の送風機が運転されない限り、圧縮機が運転できない
風機の連動機能 置の設置を目視等により確認する。 適切な機能を有すること。

また、連動機能を機能検査により確認する。

2.9 送ガスユニットの 1. 送ガスユニットの大気以外の加熱源又は送風 1. 送ガスユニットの大気以外の加熱源又は送風機が運転されない限
連動機能 機の連動機能を有する装置の設置を目視等によ り、蒸発器入口又は出口弁が開かれない適切な機能を有すること。

り確認する。 また、加熱源又は送風機の停止を模擬入力し、蒸発器入口弁又は出
また、連動機能を機能検査又は検査記録によ 口弁が閉止すること。

り確認する。

2.10 空気液化分離器の
異常時自動停止機能

A. 圧力上昇停止機能 1. コ－ルドボックス及び膨張タ－ビンユニット 1. コ－ルドボックス及び膨張タ－ビンユニットにおいて、圧力範囲毎
において、圧力範囲毎に圧力が常用圧力を超え に圧力が常用圧力を超えて上昇したとき、自動停止することのできる
て上昇したとき、自動停止する装置の設置を目 適切な装置が設置されていること。
視等により確認する。 また、常用圧力を超える圧力に相当する信号を模擬入力し、自動停
また、自動停止する機能を機能検査又は検査 止すること。

記録により確認する。

B. 凝縮器及び精溜塔 1. コ－ルドボックス内において、凝縮器及び精 1. コ－ルドボックス内において、凝縮器及び精溜塔下部の液面の設計
下部の液面の異常停 溜塔下部の液面の設計上限又は下限を外れたと 上限又は下限を外れたとき自動停止することのできる適切な装置が設
止機能 き自動停止する装置の設置を目視等により確認 置されていること。

する。 また、液面が設計上限又は下限を外れたときに相当する信号を模擬
また、自動停止する機能を機能検査又は検査 入力し、自動停止すること。

記録により確認する。
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項目ごとの評価
調 査 項 目 調 査 方 法 判 定 基 準 特 記 事 項

合 否

C. 原料空気圧縮機又 1. 原料空気圧縮機又は冷凍装置が停止したとき 1. 原料空気圧縮機又は冷凍装置が停止したとき自動停止することので
は冷凍装置停止時の 自動停止する装置の設置を目視等により確認す きる適切な装置が設置されていること。
停止機能 る。 また、原料空気圧縮機又は冷凍装置の停止信号を模擬入力し、自動

また、自動停止する機能を機能検査又は検査 停止すること。
記録により確認する。

D. 制御用機器故障時 1. 制御用電子機器の故障により制御不能となっ 1. 制御用電子機器の故障により制御不能となったとき、自動停止する
停止機能 たとき、自動停止する装置の設置を目視等によ ことのできる適切な装置が設置されていること。

り確認する。 また、制御用電子機器のCPU異常の信号を模擬入力し、自動停止す
また、自動停止する機能を機能検査により ること。

確認する。

E. 吸着器の切替作動 1. 吸着器の切替動作又は再生温度の異常時に自 1. 吸着器の切替動作又は再生温度の異常時に自動停止することのでき
異常又は再生温度異 動停止する機能を有する装置の設置を目視等に る適切な機能を有する装置が設置されていること。
常時の停止機能 より確認する。 また、切替動作異常又は再生温度異常に相当する信号を模擬入力し、

また、自動停止する機能を機能検査又は検査 自動停止すること。
記録により確認する。

2.11 圧力自動放出機能 1. 自動停止機能が作動し、空気液化分離装置内 1. 自動停止機能が作動し、空気液化分離装置が停止したとき、当該装
の圧力を自動的に放出する装置の設置を目視等 置内の圧力を自動的に放出することのできる適切な機能を有する設備
により確認する。 になっていること。
また、自動放出機能を機能検査により確認
する。

③ アセチレン又は炭化水 1. 濃縮防止対策がされているか確認する。 1. 液溜まりを設けず一過性・押し出し流れで気化を行う完全気化方式
素の濃縮防止 を採用している場合以外は、自動的に液化空気を放出する機能を有す

ること。
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別表４－１（設計審査）

適合調査表（交換）

変更の工事が個別ユニットの交換である場合にあっては①、②、③及び⑤変更の工事が自動制御装置を交換する場合にあっては①、②、④及び⑤を調査する。

項目ごとの評価
調 査 項 目 調 査 方 法 判 定 基 準 特 記 事 項

合 否

① 申請者等の確認 1. 申請者の適切性を確認する。 1. 申請者は、交換調査を受けようとする認定指定設備の指定設備認定
証の交付を受けた者であること。

2. 設備の製造及び品質管理の概略を確認する。 1. 認定指定設備技術基準適合書の交付を受けようとする設備の製造及
び品質管理体制の方法が確立されていること。

② 交換調査を受ける認定 1. 調査対象の変更工事であることを申請書類に 1. 協会が認定した認定指定設備であること。
指定設備の確認等 より確認する。

2. 当該認定指定設備の設置先の都道府県に対して、当該認定指定設備
に係る法第5条第2項に基づく高圧ガスの製造の届け出がなされている
こと。

3. 当該認定指定設備に対して行った変更の工事の内容及び変更の工事
を行った年月日又は移設等を行った年月日が認定証の裏面に記載され
ていること。

4. 指定設備の認定が無効となる変更の工事及び移設等が行われていな
いこと。

5. 当該認定指定設備について、法第35条の2に基づく定期自主検査が
実施されていること。

6. 当該認定指定設備の変更の工事にあたり、法第14条第4項に基づき、
あらかじめ、当該認定指定設備の設置先の都道府県に設備の変更の届
け出がなされていること。

7. 変更の工事が個別ユニットの交換である場合にあっては、以下の要
件を満たしていること。
① 交換する個別ユニットを構成する機器は、認定指定設備の認定
申請時に協会に提出した当該個別ユニットの構成機器一覧表の機
器と同一又は同等のもので構成されていること。
② 交換する個別ユニットを構成する全ての機器、架台、脚等は全
て新たに製作されたものであること。
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項目ごとの評価
調 査 項 目 調 査 方 法 判 定 基 準 特 記 事 項

合 否

8. 変更の工事が、自動制御装置を交換する場合にあっては、以下の
要件を満たしていること。
① 交換する自動制御装置は、認定指定設備の認定申請時に協会に
提出した自動制御装置に関する書類の内容と同一又は同等のもの
であること。

② 交換する自動制御装置に係る機器等は、新たに製作されたもの
であること。

③ 交換する個別ユニット 1. 図面等により 構成機器の材料が適切か確認 1. 二重殻内設備等の材料は、当該認定指定設備の認定時と同一又は同
を構成する機器の調査等 する。 等であること。

（参考：認定基準）
（一般則第９４条の９又は 二重殻内設備等の材料は、特定則第１１条及び第３６条

※
（特定設

コンビ則４９条の９に規 備の技術基準の解釈第４条、第５条及び第５０条～第５２条）（※を
定する技術上の基準への 付した（ ）の部分は例示基準の該当 部分を示す。以下同じ。） に適
適合） 合し、かつ、耐腐食性があり、低温脆性を起こさないものであること。

2. 二重殻密閉構造設備以外の設備の材料は、当該認定指定設備の認定
時と同一又は同等であること。

（参考：認定基準）
二重殻密閉構造設備以外の設備の材料は、ガスの種類、性状、温度、

圧力等に応じ、当該設備の材料に及ぼす化学的影響及び物理的影響に
対し、安全な化学成分、機械的性質を有するもの

※
（一般高圧ガス保安

規則関係例示基準「９．ガス設備等に使用する材料」又はコンビナー
ト等保 安規則関係例示基準「３．ガス設備に使用する材料」）である
こと。また、風雨にさらされる部分及び外表面に結露のおそれがある
部分には、耐腐食処理を施工するか耐腐食性材料を使用すること。

2. 図面及び強度計算書等により構成機器の強度 1. 二重殻内設備等の設計強度及び形状等は、当該認定指定設備の認定
及び形状が適切か確認する。 時と同一又は同等であること。

（参考：認定基準）
二重殻内設備等の設計強度及び形状等は、特定則第１２条～第２３

条及び第３７条
※
（特定設備の技術基準の解釈第６条～第２５条及び第

５３条～第５４条）に適合していること。
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項目ごとの評価
調 査 項 目 調 査 方 法 判 定 基 準 特 記 事 項

合 否

2. 二重殻密閉構造設備以外の設備の設計強度及び形状等は、当該認定
指定設備の認定時と同一又は同等であること。

（参考：認定基準）
二重殻密閉構造設備以外の設備の設計強度及び形状等は、一般則第

６条第１項第１１号～第１３号
※
（一般高圧ガス保安規則関係例示基準

「７．耐圧試験及び気密試験」並びに「８．高圧ガス設備及び導管の
強度」）又はコンビ則第５条第１７号～第１９号

※
（コンビナート等保

安規則関係例示基準「４．耐圧試験及び気密試験」並びに「５．高圧
ガス設備及び導管の強度」）に適合していること。

3. 図面及び計算書等により、溶接と構造が適切 1. 二重殻内設備等の溶接は、当該認定指定設備の認定時と同一又は同
か確認する。 等であること。

（参考：認定基準）
二重殻内設備等の溶接は、特定則第２４条～第３１条及び第３８条

～第４２条
※
（特定設備の技術基準の解釈第２６条～第４４条及び第５

５条～第６７条）に適合すること。また、構造は、特定則第３２条～
第３５条及び第４３条～第４５条

※
（特定設備の技術基準の解釈第４５

条～第４９条及び第６８条～第７４条）に適合すること。

2. 二重殻密閉構造設備以外の配管、バルブ等の接合は、当該認定指定
設備の認定時と同一又は同等であること。

（参考：認定基準）
二重殻内設備以外の配管、バルブ等の接合は、溶接又はろう付け

によること。溶接又はろう付けが適当でない場合は、保安上必要な
強度を有するねじ接合又はフランジ接合によること。

3. 原料空気圧縮機は、オイルフリータイプ又は高圧ガス設備に油分の
混入しない構造であり、当該認定指定設備の認定時と同一又は同等で
あること。

（参考：認定基準）
原料空気圧縮機は、オイルフリータイプ又は高圧ガス設備に油分の

混入しない構造であること。
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項目ごとの評価
調 査 項 目 調 査 方 法 判 定 基 準 特 記 事 項

合 否

4. 貯蔵設備の貯槽には、当該認定指定設備の認定時と同一又は同等で
あり同時に閉とすることが出来ない構造の元弁に接続された２つ以上
の安全弁が設けられていること。

（参考：認定基準）
貯蔵設備の貯槽には、同時に閉とすることが出来ない構造の元弁に
接続された２つ以上の安全弁が設けられていること。

4. フロ－図等で据付とユニット状況を確認す 1. 工場で個別ユニットとして組立・試験・検査が完了して搬入するユ
る。 ニット形であること。

2. 現地のユニット間の接合溶接は、大臣認定事業所が施工するか、協
会が立会を行うこと。

④ 自動制御装置及び各 1. 自動制御装置及び各種の安全装置の概要を確 1. 自動制御装置等の安全装置は、当該認定指定設備の認定時に協会に
種の安全装置 認する。 提出した自動制御装置等の安全装置の概要と同一又は同等であること。

（参考：認定基準）
自動制御装置等の安全装置についての概要が示されていること。

⑤ アセチレン又は炭化水 1. 濃縮防止対策がされているか確認する。 1. 濃縮防止の機能等安全のための機器は当該認定指定設備の認定時に
素の濃縮防止 協会に提出した濃縮防止の機能等安全のための機器の概要と同一又は

同等であること。
（参考：認定基準）

液溜まりを設けず一過性・押し出し流れで気化を行う完全気化方式
を採用している場合以外は、自動的に液化空気を放出する機能を有す
ること。
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別表４－２（現地調査）

現地調査表（交換）

変更の工事が個別ユニットの交換である場合は①から④まで、変更の工事が自動制御装置のみを交換する場合にあっては④及び⑤を調査する。
なお、変更の工事が個別ユニットの交換である場合、④の自動制御装置の設置にあっては、交換する個別ユニットの構成機器に関係する調査項目のみ調査する。

項目ごとの評価
調 査 項 目 調 査 方 法 判 定 基 準 特 記 事 項

合 否

① 交換する個別ユニッ
トに係る機器の製作中
検査
1-1. 材料検査 1. 材料証明書（ミルシ－ト）等により確認する。 1. 設計に基づいた材料であって、規定肉厚を有していること。

1-2. 加工・溶接検査 1. 図面及び要領書通りに実施しているか、立会 1. 成形等は、加工における減肉がなく適切な方法で実施されているこ
又は書類により確認する。 と。

2. 溶接の開先形状、溶接方法、処理等が適切な方法で行われているこ
と。

3. 溶接部は、適切な非破壊検査を行い、合格すること。

1-3. 構造検査等 1. 肉厚測定、耐圧・気密試験を立会又は書類 1. 肉厚は、必要最小肉厚以上あること。
により確認する。

2. 耐圧試験は、設計圧力の1.5倍以上（やむ得ない理由で水を満たす
ことが不適当な場合は、空気又はその他の危険性のない気体で設計圧
力の1.25倍以上）の圧力で局部的なふくらみ又は伸び、漏れ等の異常
がないこと。

3. 気密試験は、設計圧力以上の圧力で漏れ等の異常がないこと。

1-4. 交換する個別ユニ 1. 交換する個別ユニット組立が所定どおりか目 1. 機器の組み込み及び配管接合が設計どおり組立られていること。
ットの組立 視等により確認する。

2. 耐震設計適用の特定支持構造物の取付部及び吊り金具の取付部は、
非破壊検査に合格すること。
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項目ごとの評価
調 査 項 目 調 査 方 法 判 定 基 準 特 記 事 項

合 否

3. 耐腐食性材料を用いていない場合には、適切な耐腐食処理が施工さ
れていること。

4. 交換する個別ユニットの組立は、搬出状態であること。

1-5. デ－タ受入 1. 交換する個別ユニットの構成機器のうち、大 1. 大臣認定品又は高圧ガス設備合格品のバルブ、圧縮機及び管類等に
臣認定品又は高圧ガス設備試験等合格品の機器 あっては、その成績書等により検査を実施する。
にあっては認定試験者試験等成績書又は高圧ガ
ス設備試験成績証明書を確認する。なお、特定
設備検査を受検した機器についても同様とす 2. 特定設備検査受検品である場合には、その合格証の写しにより検査
る。 を実施する。ただし、特定設備検査合格証又は特定設備基準適合証は

返納すること。

② 交換する個別ユニッ 1. 交換する個別ユニットと他のユニットとの接 1. 交換する個別ユニットと他のユニットとの接合方法は、当該認定指
トと他のユニットとの 合を立会又は大臣認定記録で確認する。 定設備の認定時と同一又は同等であること。
接合 （参考：認定基準）

ユニットの接合は、配管接続とし、その接合部は溶接又はろう付
けによっていること。ただし、溶接又はろう付けによることが適当
でないと認められる場合であって、フランジ接合又はねじ接合継手
を使用している場合には当該設備の設計を満足する強度を有するこ
と。

2. 接合施工工事を大臣認定事業者が実施した場合は、その施工記録に
より確認する。

③ 交換する個別ユニット
に係る性能試験
3-1. 防振措置 1. 交換する個別ユニットの防振措置状況を目視 1. 交換する個別ユニットの防振措置が、当該認定指定設備の認定時と

等により確認する。 同一又は同等であること。
（参考：認定基準）

振動により高圧ガスが漏えいするおそれのある部分については、振
れ止め、可とう管等の防振措置が設けられていること。
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項目ごとの評価
調 査 項 目 調 査 方 法 判 定 基 準 特 記 事 項

合 否

3-2. 衝撃防護措置 1. 交換する個別ユニットの衝撃防護措置を目視 1. 交換する個別ユニットの衝撃防護措置が、当該認定指定設備の認定
等により確認する。 時と同一又は同等であること。

（参考：認定基準）
突出部等が衝撃により破損し、高圧ガスが漏えいするおそれのある

部分については、防護措置が講じられていること。

3-3. 防食措置 1. 交換する個別ユニットの防食措置を目視等に 1. 交換する個別ユニットの防食措置が、当該認定指定設備の認定時と
より確認する。 同一又は同等であること。

（参考：認定基準）
設備の外面で腐食により高圧ガスが漏えいするおそれのある部分に

ついて塗装等適切な防食措置が講じられていること。

3-4. 圧力計の設置 1. 交換する個別ユニットの圧力計の設置状況を 1. 交換する個別ユニットの圧力計の設置状況等が、当該認定指定設備
目視等により確認する。 の認定時と同一又は同等であること。

（参考：認定基準）
圧力区分ごとに、見やすい位置に圧力計が設けらていること。
圧力計は、ＪＩＳ Ｂ ７５０５（１９９４）ブルドン管圧力計
又はこれと同等程度以上の性能を有するものであり、かつ、測定範
囲が当該設備の常用の圧力を適切に測定できるものであること。

3-5. 安全装置の機能と 1. 交換する個別ユニットの安全装置の設置状況 1. 交換する個別ユニットの安全装置の設置状況が、当該認定指定設備
設置状況 を目視等により確認する。 の認定時と同一又は同等であること。

（参考：認定基準）
設備には、適切な位置に、許容圧力を超えた場合に直ちに許容圧力

以下に戻すことができる適正な機能を有する安全装置が設けられてい
ること。

3-6. 破損防止措置 1. 交換する個別ユニットの計器類の破損防止措 1. 交換する個別ユニットの計器類の破損防止措置が、当該認定指定設
置状況を目視等により確認する。 備の認定時と同一又は同等であること。

（参考：認定基準）
計器類でガラス等の破損を防止するため金属製等覆いが設けられて

いるなど適切な破損防止措置がとられていること。
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項目ごとの評価
調 査 項 目 調 査 方 法 判 定 基 準 特 記 事 項

合 否

3-7. バルブ等を適切に
操作することができ
る措置

A. 開閉方向の明示 1. 交換する個別ユニットのバルブ等の操作に 1. 交換する個別ユニットのバルブ等の操作に係る表示（操作するこ
係る表示を目視等により確認する。 とにより製造設備に保安上重大な影響を与えるバルブ等にあっては、

（保安上重大な影響を与 当該バルブ等の開閉状態を含む。）が、当該認定指定設備の認定時と
えるバルブ等については 同一又は同等であること。
開閉状態を含む。） （参考：認定基準）

バルブ等の開閉方向（操作することにより製造設備に保安上重大な
影響を与えるバルブ等にあっては、当該バルブ等の開閉状態を含む。）
が明示されていること。

B. 配管内の流体の種 1. 交換する個別ユニットの配管内の流体の種 1. 交換する個別ユニットで操作することにより製造設備に保安上重大
類と流れ方向の表示 類と流れ方向の表示を図面又は目視により確 な影響を与えるバルブ等に係る配管内の流体の種類と流れ方向の表示

認する。 が、当該認定指定設備の認定時と同一又は同等であること。
(保安上重大な影響を与 （参考：認定基準）
えるバルブ等に係る配 操作することにより製造設備に保安上重大な影響を与えるバルブ等
管に限る。) に係る配管にあっては、当該バルブ等に接近する部分に、容易に識別

することができる方法により、当該配管内の高圧ガスその他の流体の
種類及び流れ方向が表示されていること。

C. 誤操作防止措置 1. 交換する個別ユニットのバルブ等の誤操作 1. 交換する個別ユニットのバルブ等の誤操作防止措置が、当該認定指
防止措置の状況を図面又は目視により確認す 定設備の認定時と同一又は同等であること。

（保安上重大な影響を与 る。 （参考：認定基準）
えるバルブ等のうち通 操作することにより製造設備に保安上重大な影響を与えるバルブ等
常使用しないもの（緊 のうち通常使用しないもの（緊急時に用いるものを除く。）には施錠、
急時に用いるものを除 封印等誤操作防止措置が講じられていること。
く。）

④ 自動制御装置の設置

4.1 高圧遮断機能
A. 冷凍用圧縮機 1. 冷凍用圧縮機において高圧遮断機能を有する 1. 冷凍用圧縮機の高圧側の圧力が許容圧力を超えたときに圧縮機の運

装置の設置を目視等により確認する。 転を停止することのできる適正な機能を有する装置が設置されている
また、高圧遮断機能を機能検査又は検査記録 こと。

により確認する。



- 72 -

機 -50202-15

項目ごとの評価
調 査 項 目 調 査 方 法 判 定 基 準 特 記 事 項

合 否

B. 原料空気圧縮機 1. 原料空気圧縮機において高圧遮断機能を有す 1. 原料空気圧縮機の高圧側の圧力が許容圧力を超えたときに圧縮機の
る装置の設置を目視等により確認する。 運転を停止することのできる適正な機能を有する装置が設置されてい
また、高圧遮断機能を機能検査又は検査記録 ること。

により確認する。 また、圧縮機の高圧側の圧力が許容圧力を超える圧力に相当する信
号を模擬入力し、圧縮機の遮断回路が作動すること。

4.2 冷凍用圧縮機 1. 冷凍用圧縮機において、低圧遮断機能を有す 1. 冷凍用圧縮機の吸込側圧力（蒸発器内圧力）が設定圧力以下になっ
低圧遮断機能 る装置の設置を目視等により確認する。 たとき圧縮機の運転を停止することのできる適正な機能を有する装置

また、低圧遮断機能を機能検査又は検査記録 が設置されていること。
により確認する。

4.3 膨張タ－ビン 1. 膨張タ－ビンにおいて、過速度保護機能を有 1. 膨張タ－ビンの回転速度が異常に上昇したときに膨張タ－ビンの運
過速度保護機能 する装置の設置を目視等により確認する。 転を停止することのできる適正な機能を有する装置が設置されている

また、過速度保護機能を機能検査又は検査記 こと。
録により確認する。 また、過速度に相当する信号を模擬入力し、膨張タ－ビンへのガス

流入が遮断されること。

4.4 膨張タ－ビン 1. 膨張タ－ビンにおいて、液化保護機能を有す 1. 膨張タ－ビンの出口温度が異常に低下したときに液化による破損を
液化保護機能 る装置の設置を目視等により確認する。 防止するため膨張タ－ビンへのガス流入が遮断することのできる適正

また、液化保護機能を機能検査又は検査記録 な機能を有する装置が設置されていること。
により確認する。 また、出口温度異常低下に相当する信号を模擬入力し、膨張タ－

ビ ンへのガス流入が遮断されること。

4.5 油圧保護機能
（油圧が0.1MPa以下の
場合は省略）
A. 冷凍用圧縮機 1. 冷凍用圧縮機において、油圧保護機能を有す 1. 冷凍用圧縮機の油圧保護スイッチの差圧（油ポンプの供給圧力と圧

る装置の設置を目視等により確認する。 縮機の吸込圧力との差）が運転に支障をきたす値まで低下したとき圧
また、油圧保護機能を機能検査又は検査記録 縮機の運転を停止することのできる適正な機能を有する装置が設置さ

により確認する。 れていること。

B. 原料空気圧縮機又 1. 原料空気圧縮機又は膨張タ－ビンにおいて、 1. 油圧保護スイッチの圧力が運転支障をきたす値まで低下したとき原
は膨張タ－ビン 油圧保護機能を有する装置の設置を目視等によ 料空気圧縮機又は膨張タ－ビンの運転を停止することのできる適正な

り確認する。 機能を有する装置が設置されていること。
また、油圧保護機能を機能検査又は検査記録 また、油圧低下に相当する信号を模擬入力し、各遮断回路が作動す

により確認する。 ること。
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項目ごとの評価
調 査 項 目 調 査 方 法 判 定 基 準 特 記 事 項

合 否

4.6 過負荷保護機能
A. 冷凍用圧縮機 1. 冷凍用圧縮機において、過負荷保護機能を有 1. 冷凍用圧縮機に繋がった電動機が過負荷となったとき、圧縮機の運

する装置の設置を目視等により確認する。 転を停止することのできる適正な機能を有する装置が設置されている
また、過負荷保護機能を機能検査又は検査記 こと。

録により確認する。

B. 原料空気圧縮機又 1. 原料空気圧縮機又は膨張タ－ビンにおいて、 1. 原料空気圧縮機又は膨張タ－ビンに繋がった電動機が過負荷となっ
は膨張タ－ビン 過負荷保護機能を有する装置の設置を目視等に たとき、圧縮機の運転を停止することのできる適正な機能を有する装

より確認する。 置が設置されていること。
また、過負荷保護機能を機能検査又は検査記 また、過負荷に相当する信号を模擬入力し、各遮断回路が作動する

録により確認する。 こと。

4.7 冷却水断水保護機能
A. 冷却装置 1. 冷凍装置において、冷却水断水保護機能を有 1. 冷凍装置において、冷却水の断水時又は冷却水量が異常に減少した

する装置の設置を目視等により確認する。 とき、圧縮機の運転を停止することのできる適正な機能を有する装置
また、冷却水断水保護機能を機能検査又は検 が設置されていること。

査記録により確認する。

B. 原料空気圧縮機又 1. 原料空気圧縮機又は膨張タ－ビンにおいて、 1. 冷却水の断水時又は冷却水量が異常に減少したとき、原料空気圧縮
は膨張タ－ビン 冷却水断水保護機能を有する装置の設置を目視 機又は膨張タ－ビンの運転を停止することのできる適正な機能を有す

等により確認する。 る装置が設置されていること。
また、冷却水断水保護機能を機能検査又は検 また、冷却水断水又は異常減少に相当する信号を模擬入力し、各停

査記録により確認する。 止回路が作動すること。

4.8 冷凍用凝縮器の送 1. 冷凍用凝縮器の送風機の連動機能を有する装 1. 冷凍用凝縮器の送風機が運転されない限り、圧縮機が運転できない
風機の連動機能 置の設置を目視等により確認する。 適切な機能を有すること。

また、連動機能を機能検査により確認する。

4.9 送ガスユニットの 1. 送ガスユニットの大気以外の加熱源又は送風 1. 送ガスユニットの大気以外の加熱源又は送風機が運転されない限
連動機能 機の連動機能を有する装置の設置を目視等によ り、蒸発器入口又は出口弁が開かれない適切な機能を有すること。

り確認する。 また、加熱源又は送風機の停止を模擬入力し、蒸発器入口弁又は出
また、連動機能を機能検査又は検査記録によ 口弁が閉止すること。

り確認する。
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項目ごとの評価
調 査 項 目 調 査 方 法 判 定 基 準 特 記 事 項

合 否

4.10 空気液化分離器の
異常時自動停止機能

A. 圧力上昇停止機能 1. コ－ルドボックス及び膨張タ－ビンユニッ 1. コ－ルドボックス及び膨張タ－ビンユニットにおいて、圧力範囲毎
トにおいて、圧力範囲毎に圧力が常用圧力を に圧力が常用圧力を超えて上昇したとき、自動停止することのできる
超えて上昇したとき、自動停止する装置の設 適切な装置が設置されていること。
置を目視等により確認する。 また、常用圧力を超える圧力に相当する信号を模擬入力し、自動停
また、自動停止する機能を機能検査又は検 止すること。

査記録により確認する。

B. 凝縮器及び精溜塔 1. コ－ルドボックス内において、凝縮器及 1. コ－ルドボックス内において、凝縮器及び精溜塔下部の液面の設計
下部の液面の異常停 び精溜塔下部の液面の設計上限又は下限を外 上限又は下限を外れたとき自動停止することのできる適切な装置が設
止機能 れたとき自動停止する装置の設置を目視等に 置されていること。

より確認する。 また、液面が設計上限又は下限を外れたときに相当する信号を模擬
また、自動停止する機能を機能検査又は検 入力し、自動停止すること。

査記録により確認する。

C. 原料空気圧縮機又 1. 原料空気圧縮機又は冷凍装置が停止したと 1. 原料空気圧縮機又は冷凍装置が停止したとき自動停止することので
は冷凍装置停止時の き自動停止する装置の設置を目視等により確 きる適切な装置が設置されていること。
停止機能 認する。 また、原料空気圧縮機又は冷凍装置の停止信号を模擬入力し、自動

また、自動停止する機能を機能検査又は検 停止すること。
査記録により確認する。

D. 制御用機器故障時 1. 制御用電子機器の故障により制御不能とな 1. 制御用電子機器の故障により制御不能となったとき、自動停止する
停止機能 ったとき、自動停止する装置の設置を目視等 ことのできる適切な装置が設置されていること。

により確認する。 また、制御用電子機器のCPU異常の信号を模擬入力し、自動停止す
また、自動停止する機能を機能検査により ること。

確認する。

E. 吸着器の切替作動 1. 吸着器の切替動作又は再生温度の異常時に 1. 吸着器の切替動作又は再生温度の異常時に自動停止することのでき
異常又は再生温度異 自動停止する機能を有する装置の設置を目視 る適切な機能を有する装置が設置されていること。
常時の停止機能 等により確認する。 また、切替動作異常又は再生温度異常に相当する信号を模擬入力し、

また、自動停止する機能を機能検査又は検 自動停止すること。
査記録により確認する。
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項目ごとの評価
調 査 項 目 調 査 方 法 判 定 基 準 特 記 事 項

合 否

4.11 圧力自動放出機能 1. 自動停止機能が作動し、空気液化分離装置 1. 自動停止機能が作動し、空気液化分離装置が停止したとき、当該装
内の圧力を自動的に放出する装置の設置を目 置内の圧力を自動的に放出することのできる適切な機能を有する設備
視等により確認する。 になっていること。
また、自動放出機能を機能検査により確認

する。

⑤ アセチレン又は炭化水 1. 濃縮防止対策がされているか確認する。 1. 液溜まりを設けず一過性・押し出し流れで気化を行う完全気化方式
素の濃縮防止 を採用している場合以外は、自動的に液化空気を放出する機能を有す

ること。
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別紙

事 務 所 一 覧 表

事務所 担当地域

東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、茨城県、

機器検査事業部 群馬県、栃木県、山梨県、長野県、新潟県及び

静岡県

北海道支部 北海道

東北支部 青森県、岩手県、秋田県、宮城県、山形県及び福島県

中部支部 愛知県、三重県、岐阜県、石川県及び富山県

近畿支部 大阪府、京都府、滋賀県、兵庫県、和歌山県、

奈良県及び福井県

中国支部 岡山県、広島県、山口県、鳥取県、島根県、

福岡県、佐賀県、長崎県、大分県、熊本県、

宮崎県、鹿児島県及び沖縄県

四国支部 香川県、愛媛県、徳島県及び高知県

※ 各事務所の所在地、連絡先及び振込口座は、当協会のホームページを参照のこと。


